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日頃より福島県「県民健康調査」へのご理解とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センターは、福島県が平成23年６月から開
始した県民健康調査の実施を県内唯一の医科大学である本学に委託したことに伴い、平成
23年９月に本学に設置された同調査の実施組織です。
この調査は、東京電力福島第一原子力発電所の事故を受けて、県民の皆さまのこころと
からだの健康状態を長期にわたって見守り、疾病の予防や早期発見・早期治療につなげ、
将来にわたる県民の健康維持・増進を図ることを目的としています。
事業を実施する上で悩まされてきた新型コロナウイルス感染症が令和５年５月に５類に
移行し、やっと日常生活が戻ってまいりました。
令和５年度にスタートした福島国際研究教育機構（F-REI（エフレイ））が取り組む「原
子力災害に関するデータや知見の集積・発信」に関する研究は、これまで関連分野の知見
を蓄積してきた当センターがまさに貢献できる分野であり、今後も積極的に関わり、情報
発信に力を入れていきます。
また、第６回目となる「県民健康調査」国際シンポジウムでは、県民健康調査から得ら
れた成果等を通して、東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故の影響や復興
の現状等を国内外のより多くの方々に理解していただけるよう、初の試みとしてメイン会
場を東京、サテライト会場を福島として開催しました。国内外の専門家から関連領域にお
ける新たな知見を学び、国際社会に福島の復興の現状を知っていただく機会となりました。
本書は、令和５年度における当センターの業務実績、県民健康調査関連論文等について
掲載したものです。
当センターは、本調査を適切に実施することに加え、調査によって得られた成果などを
県民の皆さまに還元することが重要な責務と考えております。
県民の皆さまの健康維持・増進の実現のために、検討委員会をはじめ、放射線影響研究
所などの国内外の大学や研究・行政機関、国際機関、学術団体等との連携をより一層強化
するとともに、今後とも県民健康調査の成果を繰り返しわかりやすくお伝えし、原発事故
後の健康に関する不安に寄り添いながら、県民の皆さまにとってより良い調査となるよう
に努めてまいります。
引き続き、県民健康調査へのご支援ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

令和６年11月　
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̍ɹઃஔత
　放射線医学県民健康管理センターは、県内唯一の医科大学である本学が、県からの委託に基づき、
県民健康調査を実施するための組織として設置されました。
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̝��õ̐õ̍ ์ࣹઢҩֶݝຽ݈߁ཧηϯλーͷʮ݈߁調査෦ʯΛʮ݈߁調査جຊ෦ʯͱ
ʮ݈߁調査ݝຽ支援෦ʯʹվฤ

̧̏õ̐õ̍ 調査支援෦͔Β߁վฤ͠ɺ݈ʹࣨܞ࿈ࡍࠃใɾΛࣨܞ࿈ࡍࠃใਪਐࣨͱ
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�

̐ɹ์ࣹઢҩֶݝຽ݈߁ཧηϯλʔҕһձ

リスクマネジメント委員会 基本調査・線量評価専門委員会

甲状腺検査専門委員会 甲状腺検査解析専門委員会

健康診査・健康増進専門委員会 こころの健康度・生活習慣専門委員会

妊産婦調査専門委員会 リスクコミュニケーション評価専門委員会

データベース専門委員会 がん登録専門委員会

̏ɹ ৫ ਤʢྩ݄̒̍̍࣌ʣ

　安村　誠司

　　大戸　　斉（副学長）

　（兼）志村　浩己

　古屋　文彦（甲状腺内分泌学講座）

　鈴木　　悟

　（兼）大戸　　斉

　石川　徹夫（放射線物理化学講座）

　島袋　充生（糖尿病内分泌代謝内科学講座）

　坪倉　正治（放射線健康管理学講座）

　前田　正治（災害こころの医学講座）

　（兼）前田　正治

　藤森　敬也（産科婦人科学講座）

　大平　哲也（疫学講座）

疫学室長 　（兼）大平　哲也

　田巻　倫明（健康リスクコミュニケーション学講座）

　佐治　重衡（腫瘍内科学講座）

　（兼）石川　徹夫

　髙木　雅夫

センター長

総括副センター長

　　志村　浩己（臨床検査医学講座）副センター長

甲状腺検査部門長

甲状腺検査推進室長

甲状腺検査業務室長

健康調査基本部門長

広報・国際連携室長

健康調査支援部門長

健康診査・健康増進室長

基本調査・線量評価室長

健康コミュニケーション室長

健康調査県民支援部門長

妊産婦調査室長

こころの健康度・生活習慣調査支援室長

情報管理・統計室長

がん登録室長

リスクコミュニケーション室長
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̑ɹ৬ һ ʢྩ݄̑̐̍ࡏݱʣ

๏ਓ৬һ ݝ  ݣ ඇ ৗ ۈ
। ৬ һ ຽؒݣ ܭ

事 務 系 54 16 28 5 103

専 門 職 31 0 12 0 43

計 85 16 40 5 146

̒ɹ業務༰

෦ࠪݕঢ়થߕ 甲状腺検査推進室
甲状腺検査業務室

・甲状腺検査体制の管理、運営
・甲状腺検査の実施

ຊ෦جௐࠪ߁݈

基本調査・線量評価室 ・基本調査の実施

健康診査・健康増進室 ・健康診査の実施

健康コミュニケーション室 ・県民健康調査に係る県民とのコミュニ
ケーション事業の実施

݈ ߁ ௐ ࠪ
ݝ ຽ ࢧ ԉ ෦ 

こころの健康度・生活習慣調査
支援室

・こころの健康度・生活習慣に関する調査
及び支援の実施

妊産婦調査室 ・妊産婦に関する調査及び支援の実施

ԉ෦ࢧௐࠪ߁݈

疫学室 ・県民健康調査に関する論文作成支援
・疫学調査の実施

リスクコミュニケーション室
・リスクコミュニケーションに関する事業
の実施
・県民健康調査に関する論文作成支援

情報管理・統計室 ・「県民健康調査データ管理システム」の
運用管理等

がん登録室 ・全国がん登録の実施及び推進
・福島県がん登録情報の提供

ࣨܞ࿈ࡍࠃใɾ

・県民健康調査に関する情報発信
・避難地域等を有する13市町村との連携
・コールセンターの設置
・県民健康調査に関する情報の海外発信
・国際会議等の開催

૯  ୲ 
・人事、服務
・予算、決算
・施設管理、庶務一般
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̓ɹౡݝʮݝຽ݈߁ௐࠪʯ

ɹᾇɹௐࠪͷత
　　�　東京電力福島第一原子力発電所の事故による放射性物質の拡散や避難等を踏まえ、県民の被
ばく線量の評価を行うとともに、県民の健康状態を把握し、疾病の予防、早期発見、早期治療
につなげ、将来にわたる県民の健康の維持、増進を図ることを目的としています。

ɹᾈɹݝຽ݈߁ௐࠪਪਐମ੍

ɹᾉɹݝຽ݈߁ௐࠪͷશମ֓ཁ

ॿݴ

อ݈ࢱ෦

ౡݝ

ʮݝຽ݈߁ௐࠪʯ
ҕһձ౼ݕ

์ࣹઢҩֶݝຽ݈߁ཧηϯλʔ

ౡཱݝҩՊେֶ

ؔ࿈͢Δࠃؔػࡍࠃͷؔؔػ

ҕୗ

૬ஊɾࢧԉ ࿈ܞ

ଓͯ͠ཧܧ

ରऀ：֓࣌ࡂͶ1ࡀ�ҎԼͷશݝຽ
ɹ༰：	Ұߕ（࣍ঢ়થԻࠪݕ
ɹɹɹɹ（ೋ࣍）ৄ ɺ݂ࠪݕͳԻࡉ ӷࠪݕɺࠪݕ
ɹɹɹɹɹɹɹҩ͕ࢣඞཁͱஅͨ͠߹ɺઠٵҾࡉ๔

૬ஊɾࢧԉϑΥϩʔ

（ঢ়ଶΛѲ߁݈）�ௐࠪࡉৄ
ରऀ：平���݄11日࣌Ͱͷ
ɹɹɹɹݝऀॅډ
ํɹ๏：࣭ࣗࣜهථ
ɹ༰：�݄11日Ҏ߱ͷߦಈه

（ඃ͘ઢྔͷਪܭධՁ）

ຊௐࠪ�（ઢྔΛѲ）ج

ͷ݁ՌΛࠪݕௐࠪ߁݈˔
ɾอهʑਓ͕ݸ

˔์ࣹઢʹؔ͢Δࣝͷීٴ

ཧͱ߁ΘͨΔ݈ʹظຽͷݝ˔
༺׆ʹྍ࣏

ཧΛͱ͓ͯ͠ಘΒΕͨ߁݈˔
ݟΛੈ࣍ʹ׆༻

σʔλϕʔε

ཧϑΝΠϧ߁ຽ݈ݝ

ʮطଘ݈ର֎ͷݝຽʹର͢Δ݈߁ࠪʯͷ࣮ࢪ

ɾϗʔϧϘσΟΧϯλʔ
ɾݸਓઢྔܭ

৬Ͱͷ݈ࢢொଜ͕ॅ͏ߦຽ݈ɺ͕ ΜݕΛఆ
తʹड͢Δ͜ͱ͕ɺ࣬ظ පͷૣݟൃظɾૣ ͭʹྍ࣏ظ
ͳ͕Γ·͢ɻ

ௐ߁ຽ݈ݝ （ຽରݝࠪ）

ࠪݕঢ়થߕ

ରऀ：ආ۠Ҭͷॅຽ
ɹ༰：Ұൠ݈߲ʴന݂ٿը

ରऀ：ݝͰ߁݈ࢠखாΛަ͞ΕͨํɺݝͰสͨ͠ํ
ɹ༰：࣭ࢴௐࠪ

ରऀ：ආ۠Ҭͷॅຽ
ɹ༰：࣭ࢴௐࠪ

ରऀ：ආ۠ҬҎ֎ͷॅຽ
ɹ༰：Ұൠ݈߲

（༺׆ଘͷ݈Λط）�ࠪ߁݈

͜͜Ζͷ݈߁ɾੜ׆श׳ʹؔ͢Δௐࠪ�（ආ۠Ҭͷॅຽ࣭ࢴௐࠪ）

්࢈ʹؔ͢Δௐࠪ�（߁݈ࢠखாަऀ࣭ࢴௐࠪ）
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̍ɹߕঢ়થࠪݕ෦
ɹᾇɹߕঢ়થࠪݕਪਐࣨɾߕঢ়થࠪݕ業務ࣨ
　　ア）本格検査（検査５回目・検査６回目及び25歳時・30歳時の節目の検査）の実施
　　　　P33～37参照
　　イ）上記ア）の本格検査における受診者へのこころのケア・サポートの実施
　　　◦一次検査でのサポート
　　　　検査結果説明ブースでの結果説明 5,187人（令和６年３月31日現在）
　　　◦二次検査でのサポート
　　　　心配や不安に対する相談等の対応 702人（令和６年３月31日現在）
　　ウ）甲状腺検査実施機関（令和６年３月31日現在の協定締結機関）
　　　◦一次検査実施機関：230か所
　　　　内訳：県内　　　　 83か所
　　　　　　　県外　　　　147か所
　　　◦二次検査実施機関： 46か所
　　　　内訳：県内　　　　 ６か所
　　　　　　　県外　　　　 40か所
　　エ）各種会議の開催
　　　◦甲状腺検査専門委員会　　　　　年23回開催
　　　◦甲状腺検査解析専門委員会　　　年８回開催
　　　◦病理診断コンセンサス会議　　　年６回開催
　　オ）甲状腺検査に係る情報発信
　　　①　検査のメリット・デメリットの周知
　　　◦�「検査のお知らせ」に記載するとともに、「検

査のメリット・デメリット」の冊子により、
内容を理解したうえで検査を受ける・受けな
いを判断するよう周知した。

　　　◦�アニメーション版説明動画を活用し、出前授
業などあらゆる機会を捉えて周知した。

　　　②　甲状腺通信の発行（年２回発行）
　　　　　令和５年８月（第20号）
　　　　　令和６年２月（第21号）
　　　③　高校等卒業生向け広報物（Ａ５ノート）
　　　　　116校　約16,200部配付
　　　④　出前授業
　　　　　７回開催（小学校５校、中学校１校、高等学校１校）
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̎ɹ݈߁ௐࠪجຊ෦
ɹᾇɹجຊௐࠪɾઢྔධՁࣨɹ
　　ア）基本調査の実施状況
　　　　P32参照
　　イ）問診票書き方支援活動の実施
　　　◦�甲状腺検査一般会場において、書き方支援を実施　　計27回
　　ウ）基本調査で得られた行動記録を利用した線量評価
　　　◦�量子科学技術研究開発機構放射線医学研究所等と連携し、行動記録を利用した外部被ばく

線量推計結果を問診票提出者あてに送付した。
　　エ）各種会議の開催
　　　◦�基本調査・線量評価専門委員会　　年５回開催

ɹᾈɹ݈߁ࠪɾ݈૿߁ਐࣨ
　　ア）健康診査の実施状況
　　　　P38～43参照　　
　　イ）受診率向上に向けた取組み
　　　①　リーフレットの作成
　　　◦�受診の意義を周知するため、16歳以上の対象者へ送付する集団・個別健診の案内に、健康

診査の結果から分かったこと等をまとめたリーフレットを同封した。
　　　◦�健康への意識を高めるために、令和５年度は「肝機能障害」をテーマに、肝臓のはたらき

や、震災後に肝機能障害になった方の特徴などを解説するとともに、健診の継続受診と検
査結果の確認を促した。

肝ଁのたΒ͖

機能障害機能障害機能障害機能障害機能障害機能障害機能障害機能障害機能障害機能障害機能障害機能障害機能障害機能障害肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝肝
৯ࣄでٵऩしたӫཆૉをஷଂする。
ମにෆཁ͋るいは༗害な質をղする。
脂のফԽ・ٵऩをॿ͚るʠोʡを生成する。

ʢ肝৺ཁ�の肝ଁʣ�肝ਛཁともॻ͖ます。
かん͡んかなΊ

健診の血ӷݕ査で、
A4T、A-T、Ѝ�(Tのが
、४Λ͍͑ͯΔ߹はج
์ஔͤͣ、ඞͣҩྍ機ؔΛ
ड͠·͠ΐ͏ ɻ

健診を受けて、早期発見！
結果で異常がある場合は医療機関を受診しましょう！

ཪ໘Ͱݝຽ݈߁ௐࠪͷ݁Ռ͔ΒΘ͔ͬͨ؊ػোʹؔ͢ΔใͳͲΛ͍ͯ͠ࡌܝ·͢ɻ

Կらかの原因で、肝ଁのঢ়ଶがѱ͘なることをいいます。
原因は༷ʑですが、ओな原因には、

「肝ԌΠルε」、「ༀ・アルコール」、「脂肝」などが͋ります。
肝ଁはのଁثといΘΕ、ଟগѱ͘なっていても、なかなか
֮ࣗ症ঢ়がग़まͤん。

์ஔ͢Δͱɾɾɾ ม؊ଁがΜͳͲߗ؊
ੜ໋ʹ͔͔Θるॏେͳපؾʹਐߦする

ՄੑがあΓますɻ

肝機能障害ͱʁ

肝ଁのঢ়ଶ健ʢ݂ӷݕ査ʣͰΘ͔Γ· ʂ͢

肝ଁのঢ়ଶがѱ͘なると、肝ଁのதのࡉ๔に͋る߬ૉ「A4T」や「A-T」、ोが
ྲྀΕるಓに関連した߬ૉ「Ѝ�(T」が血ӷதにग़て͖ます。

ʙ݈Λड͚ͯɺૣ ɾૣݟൃظ ʙྍ࣏ظ
肝ଁは、ਓのମにとってとてもॏཁなଁثです。
。ճは、肝ଁのはたら͖や肝機能障害についてҰॹにֶͼましょうࠓ

を知っていますかʁを知っていますかʁ

"45

"-5
Ѝ�(5

؊ଁͷࡉ๔͔Β؊ଁͷ
தͷ݂ʹඈͼग़ͨ߬͠ૉ

ެཱେֶ๏ਓౡཱݝҩՊେֶ ์ࣹઢҩֶݝຽ݈߁ཧηϯλʔ
https://fukushima-mimamori.jp/ɹɹి024‐549‐5130（平日 9：00～17：00）

͓͍
߹Θͤઌ

˔͜Ε·Ͱͷ݈݁Ռ
https://fukushima-mimamori.jp/
physical-examination/result.html

ʮݝຽ݈߁ௐࠪʯ݈ ࠪؔ࿈ใ߁

ご自身の健康状態を確認するため、
毎年健診を受けましょう！
結果で異常があった場合は
医療機関を受診しましょう！

˔4/4Ͱใൃ৴Λ࢝Ί·ͨ͠
X（旧twitter）
（https://twitter.com/FMU_FHMS）
@FMU_FHMS

ΔίϥϜؔ͢ʹ߁݈˔
https://fukushima-mimamori.jp/
physical-examination/column/

˔݈ମͷ௨৴
https://fukushima-mimamori.jp/
physical-examination/pamphlet.html

県民健康調査では、肝機能障害はどんな原因と関連したでしょうか。
◎健康診査の結果から：震災後、肝機能障害になった方は、「肥満」「高血圧」「糖尿病」
「脂質異常症」をもつ割合が高い傾向でした。

◎健康診査とこころの健康度・生活習慣に関する調査の結果から：震災後の避難経験
や生活習慣（運動・喫煙・アルコール）、また、精神的健康障害が肝機能障害の新たな
発生に関与していました。

震災後、肝機能障害になった方の特徴
（肝機能障害になっていない方と比較）

※Takahashi A,et al. Disaster Med Public Health Prep. 2023 Jul 31; 17: e441.より作成

県民健康調査の結果※のご紹介「肝機能障害」

肥 満 高血圧 アルコール摂取量 
２合以上 精神的健康障害
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　　　②　健康セミナーの実施
　　　◦�対象市町村が実施する健康教室等の行事の機会を利用して実施した。
　　　◦�令和５年度は、感染対策を講じて７市町村において計67回実施し、医師による講話、専門

職による個別相談、血糖及びHbA1c 測定、パネル展示等を行った。
　　　③　広報周知
　　　◦�少しでも多くの方が健康診査を受診し疾病の予防や治療に取り組んでいただけるよう、対

象市町村の広報誌や県の広報誌「ふくしまの今がわかる新聞」に、健康診査受診の案内に
ついて掲載を依頼した。

　　　◦�受診勧奨のためのポスターやチラシを作成し、医療機関等に掲示した。
　　　④　ホームページによる情報発信
　　　◦�県民健康調査の結果から分かったことや生活習慣病等に関するコラムを掲載し、健康づく

りに役立てていただくとともに、継続的な健診受診を促した。
　　　⑤　ふくしま健民アプリの活用
　　　◦�16歳以上の健診結果通知時に案内を同封し、ふくしま健民アプリのポイントを付与した

（結果通知時：200ポイント）。
　　　⑥　集団健診会場の確保
　　　◦�健康診査開始当初より、対象者の多い地域に集団健診会場を設置しているが、避難指示解

除に伴い新たに会場を設置したり、対象者が少ない地域では、地域内で開催場所を変更し
たりするなど、対象者にとって利便性の良い健診会場の確保に努めた。
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　　ウ）各種会議の開催
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　　ア）避難区域等13市町村との連携
　　　�　健康診査・健康増進室と連携し、13市町村連絡会に同行して各市町村の健康事業の要望を

聞き、理学療法士や保健師による体操の動作指導・運動指導・生活習慣指導等を企画・立案
し、継続的な支援を行っている。
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　　ア）こころの健康度・生活習慣に関する調査（ここから調査）の実施
　　　　P44～48参照
　　イ）回答率向上に向けた取組み
　　　①　市町村への広報依頼等
　　　◦�関係13市町村に対し、調査開始（令和６年１月末）前及び開始後に調査協力の広報記事掲
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間の延長（４月末日まで）
　　　③　「ニューズレターここからVol.2」の送付

これからも、あなたの
こころとからだの健康を見守ります

　震災から12年が経ちました。被災された方々、あるいは震災
後に被災地にお住まいになった方々に、私たちのアンケート
調査「ここから調査」を毎年実施してきました。昨年から年
に1回ニューズレターここからをお届けし、今年で第2号とな
ります。皆様にわかりやすく、心身の健康についての情報をお
届けしたいと考えておりますので、今後ともどうぞよろしくお
願いいたします。

こころの健康度・生活習慣調査支援室
室長　前田正治

の༰߸ࠓ  

˙ ここから調査専用ダイヤル
 のհ
˙ これまでの調査から
  わかったこと
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　ӡಈश׳が健康ͮくりに大切なことはよくられて
います。ӡಈには、体ྗの向上や生活श׳病の༧だ
けでなく、໔Ӹྗ向上や৯ཉの調、ਭの࣭やうつ
傾向の改善、精神のリϑϨογϡޮ果など、こころとか
らだにとって様々なଆ໘でよい影響があります。健康
ͮくりのためのӡಈには、「スτϨονンά」、「ྗےτ
Ϩʔχンά」、「༗ࢎૉӡಈ」の̏つがあり、ޮ 果的なӡ
ಈྔとして1ճ30分以上、週150分以上のӡಈがਪ
されています。
　一方で、࣮ するにࢪ続して࣮ܧにޮ果的なӡಈをࡍ
はとてもྗが必要です。ここから調査の結果からも

（ӈਤ）、ӡಈश׳のない方が̒割近くいらっしΌいま
した。また、最近では、じっとしている時間（࠲りっͺ
なしや寝సんでաごす時間）が多いと健康状態の悪化
やࢮ率に影響することがわかってきています。そこ
で、「ӡಈ時間を֬保する」ことよりも、「じっとしてい
る時間を減らす」ことに目してみるとྑいでしょう。
家ࣄやങい、ఉいじりなど、日常生活のதで体をಈか

す「身体活ಈ」の時間をࠓよりも10分増やすだけでे分
な健康ޮ果がಘられます。פさでಈくことがおっくうに
なりがͪなౙこそ、日常生活のதで少しでも「ಈく」時
間を増やすようなを取りೖれてみましょう。

（福島県立医科大学　Ԭ࡚可ಸ子）
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ここから調査の

取り組み

ここから調査専用ダイヤルの紹介
●困ったときに相談できる人はいますか？ 【相談先がない人の特徴】

【このようなことで悩んでいませんか？】

● 16歳以上のこころの健康度 ●

ご回答いただいた方には、「個人結果通知」をお届けしています。
こころの健康状態や生活習慣に対するアドバイスを健康づくりにお役立てください。

これまでの調査から

わかったこと

令和3年度「ここから調査」では、おおよそ5人に1人が
「こころやからだの問題が生じたときの相談先がない」と答え
ています。では、「相談先がない人」とは、具体的にどのよう
な人なのでしょうか。これまでの結果からは、「男性」「40歳
～ 64歳」「一人暮らし」「経済的なゆとりがない」方が、相談
先がないと答えることが多いことがわかっています。さらに、
相談先がない人は、お酒の飲み方に問題がある傾向や精神的
な不調を抱えている割合が高いこともわかりました。

自分や家族の体調について心配なことがあったとき、相談
できる窓口を持つことは大切です。

●専用ダイヤルに気軽に相談してください
ここから調査専用ダイヤルは、調査票に関する問い

合わせだけでなく、皆さまからのこころやからだに関
するご相談も受け付けています。

これまで、「自身や家族の体調、健康状態に不安が
ある」「職場や友人等との人間関係で困っている」「子
育てや子どもの成長、発達について悩んでいる」な
ど、様々なご相談をいただいています。「悩みはある
けど、どこに相談してよいかわからない」という場合
にも、お気軽にご相談ください。

　平成23 年度には、うつ病などの気分障害や不安
障害の可能性があり、支援が必要と考えられる方の
割合は、 14.6％でした。その後、毎年改善傾向にあ
りましたが、コロナ禍の影響によるものか、最近で
は若干の上昇がみられています。
　朝起き上がるのがつらい、夜なかなか寝付けな
い、いつも体調がすぐれない、憂うつな気分が続く
などの、調子の悪さが 2 週間以上続く場合は、早め
に医師に相談しましょう。

● 喫煙習慣 ●

● 子どものこころの健康度 ●

　支援が必要とされる子どもの割合は、平成23年
度はどの年代でも高く、 その後すべての年代で、
平常時における割合と同程度まで低下しました。
これは震災を経験していない子どもが増えたこと
もその要因と考えます。一方でコロナ禍の影響
か、令和４年度は若干の上昇がみられました。子
どもは災害やコロナ禍などの環境の変化を敏感に
感じとり影響を受けます。このような時は、でき
るだけ生活リズムを崩さないことが大切です。

【24 時間対応・LINE 対応】

よりそいホットライン
福島県・岩手県・宮城県にお住いの方

0120-279-226
その他の地域にお住いの方

0120-279-338

【夜間対応】

いのちの電話
（ナビダイヤル）

0570-783-556
毎日10 時～ 22 時

【電話・チャット対応】

チャイルドライン
18 歳までの子ども対象

0120-99-7777
毎日16 時～ 21 時

その他の相談窓口

2024年３月２日（土）

●メイン会場
　JA共済ビル１F（東京都千代田区）
●サテライト会場
　福島県立医科大学
　福島駅前キャンパス

【問い合わせ】
024-581-5454

＊日本の一般人口における支援が必要と考えられる人（K6 13点以上）の割合は3.0%（川上, 2007）

＊非被災地における支援が必要とされる子ども（SDQ16点以上）の割合は9.5%（Matsuishi et al.,2008）

R4年度結果は暫定値

16歳以上の方でこころのストレス反応が疑われる人の割合

子どもでこころのストレス反応が疑われる人の割合

4 歳～6 歳 小学生 中学生

20 歳以上の方で喫煙習慣のある人の割合

ひとりで悩まず
ここから調査専用ダイヤル（☎024-549-5170）にお電話ください。

2024年「県民健康調査」
国際シンポジウム

2024年「県民健康調査」
国際シンポジウム

男 性 40歳～64歳

一人暮らし

経済的な
ゆとりが
ない

新しい職場になじめず、
最近眠れません

子どもがゲームをやめられず、
心配しています

健診結果が悪かったけれど、
何に気をつけたらよいのだろう

平成23年度の喫煙割合は20.7％ （男性33.2％、
女性10.5％）と男女ともに高い状況でした が、 年々
減 少 傾 向 に あ り、令 和 4年 度 は14.0％（男 性
22.1 ％、女性6 .5％）まで改善しています。『健康
日本21（第2次）』 の「成人の喫煙率を12％」の目標
に向か って引き続き取り組んでいきましょう。 喫
煙は健康に悪影響を 及ぼしますので、喫煙者の方
には禁煙をお勧めします。健康保険等を使って禁
煙治療を受けることができますので、お近くの禁
煙外来にご相談ください。
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もその要因と考えます。一方でコロナ禍の影響
か、令和４年度は若干の上昇がみられました。子
どもは災害やコロナ禍などの環境の変化を敏感に
感じとり影響を受けます。このような時は、でき
るだけ生活リズムを崩さないことが大切です。

【24 時間対応・LINE 対応】

よりそいホットライン
福島県・岩手県・宮城県にお住いの方

0120-279-226
その他の地域にお住いの方

0120-279-338

【夜間対応】

いのちの電話
（ナビダイヤル）

0570-783-556
毎日10 時～ 22 時

【電話・チャット対応】

チャイルドライン
18 歳までの子ども対象

0120-99-7777
毎日16 時～ 21 時

その他の相談窓口

2024年３月２日（土）

●メイン会場
JA共済ビル１F（東京都千代田区）

●サテライト会場
福島県立医科大学
福島駅前キャンパス

【問い合わせ】
024-581-5454

＊日本の一般人口における支援が必要と考えられる人（K6 13点以上）の割合は3.0%（川上, 2007）

＊非被災地における支援が必要とされる子ども（SDQ16点以上）の割合は9.5%（Matsuishi et al.,2008）

R4年度結果は暫定値

16歳以上の方でこころのストレス反応が疑われる人の割合

子どもでこころのストレス反応が疑われる人の割合

4 歳～6 歳 小学生 中学生

20 歳以上の方で喫煙習慣のある人の割合

ひとりで悩まず
ここから調査専用ダイヤル（☎024-549-5170）にお電話ください。

2024年「県民健康調査」
国際シンポジウム

2024年「県民健康調査」
国際シンポジウム

男 性 40歳～64歳

一人暮らし

経済的な
ゆとりが
ない

新しい職場になじめず、
最近眠れません

子どもがゲームをやめられず、
心配しています

健診結果が悪かったけれど、
何に気をつけたらよいのだろう

平成23年度の喫煙割合は20.7％ （男性33.2％、
女性10.5％）と男女ともに高い状況でした が、年々
減 少 傾 向 に あ り、令 和 4年 度 は14.0％（男 性
22.1 ％、女性6 .5％）まで改善しています。『健康
日本21（第2次）』 の「成人の喫煙率を12％」の目標
に向か って引き続き取り組んでいきましょう。喫
煙は健康に悪影響を 及ぼしますので、喫煙者の方
には禁煙をお勧めします。健康保険等を使って禁
煙治療を受けることができますので、お近くの禁
煙外来にご相談ください。
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　　　④　オンライン回答用二次元コード入りリマインダーの送付
　　　⑤　調査に回答いただいた方に個人結果通知書を送付
　　　⑥　市町村等との連携
　　　◦県社会福祉協議会主催会議等への参加
　　　◦関係13市町村へ令和３年度調査の結果報告書を提供・説明
　　ウ）各種会議の開催
　　　◦こころの健康度・生活習慣専門委員会　　年17回開催

ɹᾈɹ්࢈ௐࠪࣨ
　　ア）妊産婦に関する調査の実施
　　　　P49～51参照
　　イ）回答率向上に向けた取組み
　　　①　市町村への広報依頼
　　　②�　回答者の利便性向上のため、オンライン（パソコン、スマートフォン等）による回答受

付を実施
　　　③　調査結果等の報告
　　　◦関係13市町村へ令和３年度調査の結果報告資料を送付
　　ウ）各種会議の開催
　　　◦妊産婦調査専門委員会　年６回開催
　　エ）そ の 他
　　　◦�調査結果及び支援状況を説明したリーフレットの配付

X（旧Twitter）X（旧Twitter）
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第１位
放射線の

影響や心配

母親の 母親の

心身の状態 心身の状態

第２位
母親の

心身の状態 子育て関連 子育て関連

第３位 子育て関連
放射線の

影響や心配

子どもの

心身の健康

第１位
母親の

心身の状態

母親の

心身の状態

母親の

心身の状態

第２位
放射線の

影響や心配 子育て関連 子育て関連

第３位 子育て関連
子どもの

心身の健康 家庭生活

第１位
母親の

心身の状態

母親の

心身の状態

母親の

心身の状態

第２位 子育て関連 子育て関連 子育て関連

第３位
子どもの

心身の健康

子どもの

心身の健康

子どもの

心身の健康

ԒӼӾ ԒӼӽ ԒӼӾ ԒӼӿ ԒӼӽ ԒӼӾ ԒӼӿ



Ⅱ. 業務実績

��

̐ɹ݈߁ௐࠪࢧԉ෦
ɹᾇɹӸ ֶ ࣨɹ
　　ア）県民健康調査に関する論文作成の支援
　　　①　県民健康調査の各調査に基づく論文作成のためのデータ解析の支援
　　　◦データ解析支援論文　　　　　　　　　45論文
　　　②　県民健康調査の各調査に基づく論文作成の支援
　　　◦作成支援論文　　　　　　　　　　　　61論文
　　　◦論文作成支援のためのミーティング　　235回
　　　　　※データ解析支援論文と作成支援論文において45論文が重複
　　イ）健康診査結果データクリーニング支援
　　　�　健康診査・健康増進室にて行う結果データクリーニング作業について、定期的に打合せを

行い、支援する
　　　◦定例打合せ ８回
　　ウ）甲状腺評価部会に関する解析業務
　　　◦WEB会議 ２回
　　　◦甲状腺評価部会 １回
　　エ）がん登録情報を用いた解析の準備
　　　◦打 合 せ 23回
　　オ）そ の 他
　　　①　13市町村の健康診査経年データを用いた解析結果報告書の作成及び還元等
　　　◦健康セミナー協力数　　　　　　　　　　　　　20回
　　　◦13市町村解析結果報告書作成のための打合せ　　４回
　　　◦13市町村解析結果報告（市町村連絡会）　　　　 ９回
　　　②　統計・解析研修会　　　　　　　　　　　　　１回
　　　③　学会発表　　　　　　　　　　　　　　　　　７回

ɹᾈɹϦεΫίϛϡχέʔγϣϯࣨ
　　ア）避難区域等13市町村との連携
　　　�　広報・国際連携室と連携し、各市町村の保健師・保健福祉担当職員等に対し、県民健康調

査の内容や結果を共有し、各市町村の現状や要望について情報収集を行うための報告・連絡
会に参加

　　イ）国際会議等の開催への協力
　　　�　放射線医学県民健康管理センター主催の国際シンポジウムや IAEA との国際会議等にお

ける連絡調整、発表
　　ウ）各種会議の開催
　　　　リスクコミュニケーション評価専門委員会　年４回開催
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　　ア）「県民健康調査データ管理システム」の運用管理等
　　　①　業務の支援
　　　◦�長期にわたり安定的にシステムを利用できるよう適切にデータを管理するとともに、各調

査部門等からの依頼に基づき住民情報の修正や削除を実施（対応件数　101,715件）
　　　◦�各調査部門等からの依頼に基づき、検討委員会等の統計資料の作成支援を実施

計４回（四半期ごと）
　　　②　データの提供
　　　◦�医大において利用する学術研究を目的とした論文作成のためのデータ提供

20件（再提供を含む）
　　　③　次期システムの構築
　　　◦�次期システムの委託事業者を決定し契約を締結して、令和７年３月の稼働開始に向けて構

築を進めており、定期的にプロジェクト推進会議を開催して進捗を確認するとともに、状
況をデータベース専門委員会へ報告

　　イ）各種会議の開催
　　　◦�データベース専門委員会　　４回開催
　　　◦�プロジェクト推進会議　　　16回開催

ɹᾊɹ͕Μొࣨ
　　ア）全国がん登録の実施及び推進に係る取組み
　　　①　全国がん登録の実施
　　　　�　法に基づく全国がん登録について、対象医療機関等からがん罹患情報を収集、登録
　　　◦届出件数 23,040件
　　　◦住所異動確認調査件数 527件
　　　◦遡り調査件数 ０件
　　　　　　※国立がん研究センターからの通知により調査中止
　　　②　全国がん登録の推進に係る取組み
　　　◦届出票作成指導　　　　　　　１回
　　イ）福島県がん登録情報の提供　　４件
　　ウ）その他（がん登録の適正な実施に資する取組み）
　　　　なし
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　　ア）避難区域等13市町村との連携
　　　◦�各市町村の保健師、保健福祉等担当職員等に対し、県民健康調査をはじめとする放射線健

康影響に関する情報等を提供（33回／参加者延べ96名）
　　イ）コールセンターの設置
　　　◦�県民健康調査の対象者等からの電話、メールによる問い合わせ等の対応
　　　◦�各調査に関する質問、照会、検査予約と日時の変更
　　　◦�基本情報（氏名、住所等）の変更及び確認の架電
　　ウ）ホームページによる情報発信
　　　◦�アクセス件数の多い健康づくりに関するコラムの充実
　　　◦�各調査の日程、結果等のお知らせ
　　　◦�公表された県民健康調査関連論文の紹介
　　エ）県民公開講座の開催
　　　◦�県民健康調査の成果や知見等について、内容を分かりやすく、ポイントを絞って解説する

とともに、県民の健康維持・増進の実現にも役立つ動画を６本作成し、第一弾として、そ
の内３本の動画をオンラインで配信。配信当日、視聴者からの質問にも対応。

　　オ）SNSによる発信
　　　◦�新たに放射線医学県民健康管理センター公式のＸアカウントを開設し、本調査から得られ

た知見、健康増進に役立つ関連情報等を発信することとし、令和５年７月25日から令和６
年３月29日まで69件を掲載し、毎週１本以上を投稿

　　カ）県医師会と連携した「放射線と健康」研修会の開催
　　　◦�福島県医師会と連携し、医師等が放射線の健康影響に関する基礎知識を習得することを目

的とした研修会において、当センターの教員を派遣
　　キ）県民健康調査に関する情報の海外発信
　　　◦�当センターホームページに県民健康調査検討委員会資料を英訳し掲載
　　ク）国際機関の専門家等を招いた国際会議の開催等
　　　◦�国際シンポジウムを開催した。
　　　　【目　的】�県民健康調査に関する最新情報の国内外への発信と、国内外の専門家等との議

論を通じて、調査から得られた科学的知見の新たな展開を目指すとともに、そ
の成果を県民の健康の維持・増進に役立てることを目的とする。

　　　　【日　時】令和６年３月２日㈯　10：00～17：10
　　　　【会　場】�東京会場（メイン）：JA共済ビルカンファレンスホール

福島会場（サテライト）：福島県立医科大学福島駅前キャンパス
　　　　【テーマ】�よりよい復興を、ともに

�東日本大震災　ふくしまの学びを日本・世界へ
　　　　【対　象】一般の方、保健・医療従事者、学生、行政関係者等
　　　　【参加者】176人
　　　　【その他】�会場及びオンライン参加のハイブリッド形式で開催したほか、日英２言語で発

表・配信し、後日、オンデマンド配信を行った。
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　　　◦ �IAEA（国際原子力機関）との協力にかかる取り決めの下、IAEAとの共同プロジェクト
を支援した。

　　　◦�令和５年11月６日㈪、WHO（世界保健機関）RENPAN 事務局の Zhanat Carr 博士が来
学し、当センター教員と意見交換を行った。

　　　◦�令和６年２月13日㈫、IAEA理事国の大使が当センターを視察し、センター長から県民健
康調査について説明を行った。

　　ケ）海外及び国内における会議等への参加
　　　◦�県民健康調査の状況、福島における放射線の影響、県民の健康状況等の情報発信や情報の

収集・共有のため、海外及び国内での会議等に参加（WEB参加含む）
　　コ）そ の 他
　　　◦�海外の知見を得ると共に県民健康調査について情報発信するため、国際機関や海外の大学

と積極的に連携し各種事業を行った。
　　　　【協　定】２機関（IAEA、ICRP）
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　放射線医学県民健康管理センターでは、県民健康調査に関する最新情報の国内外への発信と、調
査から得られた科学的知見を県民の皆さまの健康の維持・増進に役立てることを目的として国際シ
ンポジウムを開催しています。

　６回目となる今回は、令和６年３月２日㈯、
「東日本大震災　ふくしまの学びを日本・世界
へ」をテーマに、初の試みとしてメイン会場を
東京、サテライト会場を福島に設置して開催し
ました。

　冒頭にイントロダクションとして、福島県
「県民健康調査」の概要を報告しました。
　セッション１「東日本大震災からふくしまが
学んだこと」では、「基本調査」と、４つの詳
細調査（「甲状腺検査」、「こころの健康度・生
活習慣に関する調査（ここから調査）」、「妊産
婦に関する調査」）について、調査から得られ
た成果等について発表しました。
　セッション２「学びを次世代につなぐ：ふく
しまから日本・世界へ」では、これらの成果を
次世代にどうつなぐかという視点から、震災後
の幼児の発達に関する課題や、時間の経過とと
もに変化する避難者の相談内容を踏まえた支援
のあり方などについて発表しました。
　基調講演では、国際原子力機関（IAEA）の
メイ・アブデル・ワハブ原子力科学・応用局
ヒューマンヘルス部長が福島からの教訓を踏ま
えた国際機関との連携についての発表を行いま
した。

　シンポジウムは、会場とオンライン合わせて
176名の方にご参加いただくとともに、国内外
からお集まりいただいた10名の専門家により、
講演や今後を展望する活発な議論が行われ、盛
況のうちに閉幕しました。
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オープニングセッション

総合司会：ノレット・ケネス（福島県立医科大学）
10:00
10:00～10:10
10:10～10:15

開会
主催者挨拶　竹之下　誠一（福島県立医科大学理事長兼学長）
福島県知事挨拶（ビデオメッセージ）

10:20～10:40 イントロダクション
座長：大戸　　斉（福島県立医科大学）　　講演：安村　誠司（福島県立医科大学）
演題：「県民健康調査」全体概要

10:40～10:50 休憩
セッション1　東日本大震災からふくしまが学んだこと

座長：志村　浩己（福島県立医科大学）、大平　哲也（福島県立医科大学）
10:50～11:05 １-１講演 演題：基本調査　－約200万人対象の被ばく線量推計の経験－

演者：石川　徹夫（福島県立医科大学）
11:05～11:30 １-２講演 演題：甲状腺検査によって得られた科学的知見と統計学的考察

演者：古屋　文彦（福島県立医科大学）
11:30～11:50 １-３講演 演題：健康診査　12年でわかったこと

演者：島袋　充生（福島県立医科大学）
11:50～12:10 １-４講演 演題：福島災害後の被災者メンタルヘルスの今：

　　　　ここから調査からみえてきた人々のつながりの大切さ
演者：堀越　直子（福島県立医科大学）

12:10～12:25 １-５講演 演題：妊産婦に関する調査ならびに福島県内の流産・中絶率の変化
演者：藤森　敬也（福島県立医科大学）

12:25～13:25 昼休憩（ディスカッション準備）
13:25～14:05 ディスカッション

座長：志村　浩己（福島県立医科大学）、大平　哲也（福島県立医科大学）
登壇者：石川　徹夫、古屋　文彦、島袋　充生、堀越　直子、藤森　敬也

14:05～14:15 休憩（レイアウト変更）
基調講演

座長：田巻　倫明（福島県立医科大学）
14:15～15:00 基調講演 演題：国際機関との連携－福島からの教訓

演者：メイ・アブデル・ワハブ（IAEA）
質疑応答（質問者：田巻　倫明）

15:00～15:05 休憩（レイアウト変更）
セッション２　学びを次世代につなぐ：ふくしまから日本・世界へ

座長：坪倉　正治（福島県立医科大学）、水木　理恵（福島県立医科大学）
15:05～15:25 ２-１講演 演題：福島の子どもたちへの心理的影響とそのケア：

　　　　縦断調査からみえてきたこと
演者：内山　登紀夫（福島学院大学）

15:25～15:45 ２-２講演 演題：東日本大震災及び原子力災害による広域避難者への支援について
演者：片平　祥則（ふくしま連携復興センター）

15:45～16:05 ２-３講演 演題：県民健康管理センターの被災市町村に対するリスクコミュニケーションと支
援活動

演者：田巻　倫明（福島県立医科大学）
16:05～16:25 休憩（ディスカッション準備、レイアウト変更）
16:25～17:05 ディスカッション

座長：坪倉　正治（福島県立医科大学）、水木　理恵（福島県立医科大学）
登壇者：内山　登紀夫、片平　祥則、田巻　倫明

クロージングセッション
17:05～17:10
17:10

主催者挨拶　挾間　章博（福島県立医科大学副理事長）
閉会
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１　当センター所属教職員により、令和５（2023）年度に発表された論文、著書等を収録
２　収録は、各調査別とし、業績の種類により、１）論文　①原著　②総説等　③その他　２）著書等
　　の順に記載
３　記載方法
　　⑴　論文については、標題、著者名、要約、掲載誌名、出版年、巻（号）、頁の順に記載
　　⑵　著書については、書名、著者名、要約、出版年の順に記載
　　　　ただし、分担執筆の場合は、担当論題、頁を記入
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［ 基 本 調 査 ］

̍）ɹɹจ

ᶃݪஶ
Relationship between the Residual Cesium Body Contents and Individual Behaviors among

Evacuees from Municipalities near the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant

福島第一原発近くの市町村からの避難者における体内残留セシウム量と避難行動との関係

金ウンジュ
量子科学技術研究開発機構

ஶɹɹ者ɹ 金ウンジュ１）、橋本昇三１）、谷幸太郎１）、内藤雅之１）、高島良生１）、石川徹夫２）、安村
誠司２）、神谷研二２），３）、栗原　治１）

１）量子科学技術研究開発機構、２）福島県立医科大学、３）広島大学原爆放射線医科学研究所

要ɹɹɹ 以前に私たちのグループでは、震災時に浪江町の居住者で比較的早い時期にホールボ
ディカウンタ検査（体内のセシウム残留量測定）を受検した方を対象として、個々人の
体内残留セシウム量と事故直後の避難行動（基本調査で得られた行動記録）との関係を
分析しました。今回は、対象地域を近隣の４つの町（浪江町、双葉町、大熊町、富岡
町）に拡大して分析を行いました。対象者数（成人）は1,145名となりました。まず前
回と同様に、福島第一原発１号機の水素爆発が起こった３月12日15時の時点で原発から
25km圏外にいたか（避難が早かった集団、以下 G１と呼ぶ）、25km圏内にいたか（避
難が遅かった集団、以下G２と呼ぶ）で対象者を分けて解析しました。２つのグループ
は、３月16日午前０時の居場所に応じて、さらに７つのサブグループに分けられました。

　　　　　�今回の主な分析結果は以下のとおりです。まず、浪江町と双葉町ではセシウム137検出
率が G１グループと比べて G２グループで大きく、統計学的に意味のある差が見られま
したが、大熊町と富岡町では差がありませんでした。大熊町、富岡町は原発の南方向に
位置しています。したがってこの結果は、３月12日午後に北西から北に向かって流れた
プルームの影響を示唆しており、以前の分析を裏付けました。第二に、G１、G２各グ
ループの内部被ばく実効線量の上位パーセンタイル値を比べると、４つの町すべてでG
２グループのほうが高い結果となりました。実効線量が最も高かったのは双葉町のG２
グループ、実効線量が最も低かったのは浪江町のG１グループで、90パーセンタイル値
でそれぞれ0.16mSv と0.04mSv でした。第三に、G１グループの中で福島県外に避難し
たサブグループの実効線量は非常に低く、これらサブグループの集団は３月12日と15日
の両方でほとんど被ばくしなかったことを示唆しています。第四に、浪江町の対象者の
分析により、福島県の中北部を含む地域は、３月15日の原発からの大規模な放射性物質
放出による影響が比較的大きいことが示されました。結論として、事故後初期の吸入摂
取の痕跡は、初期のホールボディカウンタ測定値に部分的に残っていることが示唆され
ました。

ใ　「Healthࡌܝ Physics」（2024）

Kim E, Hashimoto S, Tani K, Naito M, Takashima Y, Ishikawa T, Yasumura S, Kamiya K,
Kurihara O.
Health Phys. 2024 Mar 1；126（3）：141-150.



Ⅱ. 業務実績

��

［ 甲 状 腺 検 査 ］
̍）ɹɹจ
ᶃݪஶ
Confounding factors and biases involved in regional differences in the detection rate of
thyroid cancer in the second-round Thyroid Ultrasound Examination: the Fukushima

Health Management Survey
甲状腺検査第２回目における甲状腺がん発見率の地域差に影響を与える

交絡因子とバイアス：福島県「県民健康調査」
志村　浩己

福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター、福島県立医科大学医学部臨床検査医学講座

ஶɹɹ者ɹ 志村浩己１），２）、横谷　進１），３）、鈴木　悟１）、岩舘　学４），５）、鈴木　聡１），４）、松塚　
崇１），６）、鈴木眞一７）、林　史和１），８）、長尾匡則１），８）、大平哲也１），８）、安村誠司１），９）、
大戸　斉１）、神谷研二10）

１）福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター、２）福島県立医科大学医学部臨床検査医学
講座、３）福島県立医科大学附属病院甲状腺・内分泌診療センター、４）福島県立医科大学医学部甲
状腺内分泌学講座、５）南相馬市立総合病院外科、６）朝日大学附属病院耳鼻咽喉科、７）福島県立
医科大学甲状腺治療学講座、８）福島県立医科大学医学部疫学講座、９）福島県立医科大学医学部公
衆衛生学講座、10）広島大学原爆放射線医科学研究所

要ɹɹɹ福島県では震災時に０～18歳の住民を対象とした「甲状腺検査」を開始しました。本研
究においては、甲状腺がん発症の地域差に影響する交絡因子について検討しました。
本研究では、まず、甲状腺検査の先行検査および本格検査（検査２回目）の両者を受診
した242,065人を、空間線量に応じた震災時居住地別に４グループに分類（第１地域：
13市町村、第２地域：中通り、第３地域：浜通り（13市町村除く）、第４地域：会津）
しました。二次検査の細胞診で悪性または悪性の疑いと診断された参加者数は、第１、
第２、第３、第４地域において17人、38人、10人、４人で、発見率はそれぞれ10万人当
たり53.8人、27.8人、21.7人、14.5人でした。
これを統計学的に分析すると、性（P=0.04）、検査１回目の年齢（P<0.0001）、検査１回
目と検査２回目の間隔（P<0.0001）が４地域間で有意に異なっており、これらが悪性結
節発見率の地域差に影響を及ぼす交絡因子であると推察されました。さらに、二次検査
の受診率（P=0.0037）および細胞診の実施率（P=0.0037）にも有意な地域差が認められ、
潜在的なバイアスとなる可能性があると考えられました。多変量ロジスティック回帰分
析において、調査間隔のみを調整、または性、年齢、調査間隔を調整した後では、悪性
結節の発見における有意な地域差は認められませんでした。さらに、二次検査受診率の
地域差の影響を除外するため、二次検査の受診者における悪性結節の発見率を検討した
ところ、有意な地域差は認められず、一次検査受診者における検討よりもさらに地域差
は縮小していました。
以上の結果から、甲状腺がん発見率に重要な影響を及ぼす可能性のある、本研究で同定
された交絡因子（性、年齢、検査間隔）およびバイアス（二次検査受診率、細胞診実施
率）は、今後の研究で十分に考慮されるべきと考えます。

ใ　「Journalࡌܝ of Radiation Research」（2023）

Shimura H, Yokoya S, Suzuki S, Iwadate M, Suzuki S, Matsuzuka T, Suzuki S, Hayashi F, Nagao
M, Ohira T, Yasumura S, Ohto H, Kamiya K.
J Radiat Res. 2023 Sep 22；64（5）：761-768.
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Prevalence of thyroid diffuse goiter and its association with body mass index and the presence of
cysts and nodules in children and adolescents: the Fukushima Health Management Survey

小児および青少年における甲状腺びまん性甲状腺腫の有病率と体格指数（BMI）、
嚢胞および結節の存在との関連 : 福島県「県民健康調査」

中畑　那奈
福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター

ஶɹɹ者　�中畑那奈１）、浅野眞比呂１）、阿部紀和１）、江尻遥香１）、太田　寿１）、鈴木　聡１），２）、佐
藤綾子１）、田﨑里奈１）、長嶺夏希１）、髙橋智里１），３）、山谷幸恵１）、岩舘　学４）、松塚
崇５）、大平哲也１），６）、安村誠司１），７）、鈴木　悟１），８）、古屋文彦１），２）、志村浩己１），３）、
鈴木眞一９）、横谷　進１）、大戸　斉１）、神谷研二１）

１）福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター、２）福島県立医科大学医学部甲状腺内分泌
学講座、３）福島県立医科大学医学部臨床検査医学講座、４）南相馬市立総合病院外科、５）朝日大
学医学部耳鼻咽喉科、６）福島県立医科大学医学部疫学講座、７）福島県立医科大学医学部公衆衛生
学講座、８）福島県立医科大学ふくしま国際医療科学センター 甲状腺内分泌センター、９）福島県
立医科大学甲状腺治療学講座

要ɹɹɹ�福島県「県民健康調査」甲状腺一次検査では超音波機器で結節嚢胞有無の主所見の他、
甲状腺の大きさ、びまん性甲状腺腫の有無について記録しています。びまん性甲状腺腫
の代表的な原因疾患は自己免疫性甲状腺炎すなわち橋本病です。成人においては、40歳
から50歳台の女性に多く補充療法が必要な場合があります。一方、小児・青年期では橋
本病の頻度やその臨床的背景はよく知られていません。今回、小児・青年期におけるび
まん性甲状腺腫の頻度や身長、体重、体格指数（BMI）、甲状腺容積（BWTAR）、嚢胞
および結節との関係について評価しました。

ํɹɹ๏ɹ 「甲状腺検査」の一次検査を受診していただいた方のびまん性甲状腺腫の有無について
年齢、性別による頻度を算出し、年齢を４群に分けて解析しました。BMI と BWTAR
は性、年齢、体表面積で違うので、それぞれを BMI-SDS、BWTAR-SDS として標準
化しました。ロジスティック解析を使用して、性別、年齢、BMI-SDS、BWTAR-SDS、
嚢胞および結節の有無とびまん性甲状腺腫の関係を調べました。

݁ɹɹՌ　�びまん性甲状腺腫の有病率は年齢とともに上昇し女性で高い傾向が見られました。年
齢および性別で調整し、びまん性甲状腺腫がある場合のない場合に対するオッズ比は、
BMI-SDS 1.24、BWTAR-SDS 3.21、結節有1.38、嚢胞有0.53でした。結節のオッズ比は、
１～７歳4.18、８～11歳1.76、12～15歳1.80、16～23歳1.34でした。いずれも有意でした。

�びまん性甲状腺腫の頻度は男女ともに年齢に応じて徐々に増加する可能性があることが　ɹɹߟ
示唆されました。びまん性甲状腺腫の頻度と BMI は、男女ともに正の相関が見られま
した。このことは、小児期において、肥満が自己免疫性甲状腺疾患を増加させる可能性
があることを示唆します。嚢胞の減少とびまん性甲状腺腫の頻度上昇が関連していまし
た。可能性として、びまん性甲状腺腫における嚢胞検出感度の低下が一因と挙げられま
すが、嚢胞形成がびまん性甲状腺腫の発生を抑制するか、逆にびまん性甲状腺腫が嚢胞
の発生を減少させる可能性もあります。また、若年であるほど結節とびまん性甲状腺腫
により強い相関が示されました。

݁ɹɹ　�小児・青年期におけるびまん性甲状腺腫の頻度と特徴を明らかにしました。また、BMI
の上昇とびまん性甲状腺腫には正の関係があり、嚢胞の減少と結節の増加はびまん性甲
状腺腫に関与している可能性があります。

ใ　「Endocrineࡌܝ Journal」（2024）

Nakahata N, Asano M, Abe N, Ejiri H, Ota H, Suzuki S, Sato A, Tazaki R, Nagamine N, Takahashi
C, Yamaya Y, Iwadate M, Matsuzuka T, Ohira T, Yasumura S, Suzuki S, Furuya F, Shimura H,
Suzuki S, Yokoya S, Ohto H, Kamiya K.
Endocr J. 2024 Apr 30；71（4）：383-393.
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Effects of Overweight on Risk of Thyroid Nodules in Children and Adolescents:
The Fukushima Health Management Survey

小児および思春期における甲状腺結節に及ぼす過体重の影響：福島県「県民健康調査」
大平　哲也

福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター、福島県立医科大学医学部疫学講座

ஶɹɹ者　�大平哲也１），２），*、長尾匡則１），２），*、林　史和１），２）、志村浩己１），３）、鈴木　悟１）、安村
誠司１），４）、高橋秀人１），５）、鈴木　聡１），６）、岩舘　学６）、細矢光亮１），７）、坂井　晃１），８）、
石川徹夫１），９）、古屋文彦１），６）、鈴木眞一10）、横谷　進１）、大戸　斉１）、神谷研二１），11）

１）福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター、２）福島県立医科大学医学部疫学講
座、３）福島県立医科大学医学部臨床検査医学講座、４）福島県立医科大学医学部公衆衛生学講
座、５）帝京平成大学大学院環境情報学研究科、６）福島県立医科大学医学部甲状腺内分泌学講
座、７）福島県立医科大学医学部小児科学講座、８）福島県立医科大学医学部放射線生命科学講座、
９）福島県立医科大学医学部放射線物理化学講座、10）福島県立医科大学甲状腺治療学講座、11）広
島大学原爆放射線医科学研究所

＊共同筆頭著者

要ɹɹɹ 過体重や肥満が成人において甲状腺結節のリスクになることが知られていますが、小児
および思春期の甲状腺結節にどのような影響を及ぼすかは明らかではありません。本研
究では、小児および思春期における過体重や肥満が約４年後の甲状腺結節と関連するか
どうかを追跡調査によって性・年齢別に検討することを目的としました。福島第一原子
力発電所事故後に開始された福島県「県民健康調査」において甲状腺超音波検査を受け
た約300,000人を対象としました。最初の２回の検査（事故後１－３年および４－５年）
で結節がみられなかった人（超音波検査において甲状腺結節がみられない、もしくは
5.1mm 未満の人）を対象に、３回目の検査（事故後６－７年）におけるベースライン
の過体重に対する結節のリスクを平均4.2年間の追跡調査によって評価しました。３回
の検査を全て受けた184,519人が最終的に解析対象となりました。追跡期間中に660人の
参加者に新たな甲状腺結節（超音波検査において5.1mm以上の結節）が確認されました。
過体重は約４年後の甲状腺結節と正の相関があり、過体重がない人と比べた過体重があ
る人の甲状腺結節の多変量調整（性、年齢、海藻および魚介類の摂取、住居地域を調
整）オッズ比（95％信頼区間）は1.27（1.04-1.57）でした。また、男性と女性における
過体重の多変量調整オッズ比（95％信頼区間）はそれぞれ1.21（0.87-1.67）および1.32
（1.01-1.73）であり、年齢群別（０～９歳、10～14歳、15～19歳）の多変量調整オッズ
比はそれぞれ1.17（0.79-1.74）、1.19（0.91-1.56）、および1.75（1.00-3.06）でした。以上
より過体重であることは、住居が福島第一原子力発電所に近接しているかどうかにかか
わらず、特に女性および思春期において約４年後の甲状腺結節と関連することが明らか
になりました。東日本大震災後の福島県では小児においても過体重や肥満の増加が報告
されていることから、引き続き中長期に亘って過体重や肥満と甲状腺結節および甲状腺
がんとの関連を確認する必要性が考えられます。

ใ　「Journalࡌܝ of Clinical Endocrinology and Metabolism」（2024）

Ohira T, Nagao M, Hayashi F, Shimura H, Suzuki S, Yasumura S, Takahashi H, Suzuki S, Iwadate
M, Hosoya M, Sakai A, Ishikawa T, Furuya F, Suzuki S, Yokoya S, Ohto H, Kamiya K.
J Clin Endocrinol Metab. 2024 Mar 13：dgae161.
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Impact of Lifestyle and Psychosocial Factors on the Incidence of Hepatobiliary Enzyme
Abnormalities After the Great East Japan Earthquake: Seven-Year Follow-up of the

Fukushima Health Management Survey

東日本大震災後の肝胆道系酵素異常発生における生活習慣と心理的要因の影響
－福島県「県民健康調査」７年の経過－

高橋　敦史
福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター、福島県立医科大学医学部消化器内科学講座

ஶɹɹ者　�高橋敦史１），２）、大平哲也１），３）、林　史和１），３）、安村誠司１），４）、島袋充生１），５）、坂井
晃１），６）、前田正治１），７）、矢部博興１），８）、細矢光亮１），９）、風間順一郎１），10）、橋本浩
一１），９）、中野裕紀１），３）、長尾匡則１），３）、佐藤志帆１），３）、岡崎可奈子１），11）、針金まゆみ１）、
大戸　斉１）、神谷研二１），12）、大平弘正２）

１）福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター、２）福島県立医科大学医学部消化器内科学
講座、３）福島県立医科大学医学部疫学講座、４）福島県立医科大学医学部公衆衛生学講座、５）福
島県立医科大学医学部糖尿病内分泌代謝内科学講座、６）福島県立医科大学医学部放射線生命科学講
座、７）福島県立医科大学医学部災害こころの医学講座、８）福島県立医科大学医学部神経精神医学
講座、９）福島県立医科大学医学部小児科学講座、10）福島県立医科大学医学部腎臓高血圧内科学講
座、11）福島県立医科大学保健科学部理学療法学科、12）広島大学原爆放射線医科学研究所

要ɹɹɹ 東日本大震災とその後の東京電力福島第一原子力発電所の事故により、避難地域住民の
生活は一変しました。肝胆道系酵素異常（肝障害）はさまざまな原因で引き起こされま
すが、近年では特に肝炎ウイルス以外のアルコールや肥満に関連した脂肪肝の影響が注
目されております。これまでの震災後の避難区域を含む13市町村の住民を対象とした調
査では、震災後に肝障害は増加しその原因には避難生活や飲酒、活動量の低下が関連す
ることが明らかになっておりました。本研究では震災直後に肝障害のなかった方が、そ
の後の生活により新たに肝障害がどのぐらい発症したのか、また新規肝障害の関連する
要因は何かについて解析致しました。対象は被災13市町村の震災直後（2011年６月から
2012年３月）の時点で肝障害を認めなかった15,705人です。2012年６月から2018年３月
までの再調査（平均観察期間3.9年）における肝障害の有無と肝障害に関連する震災直
後時点の要因について解析しました。対象15,705人のうち4,658人（29.7％）で新たに肝
障害を認めました。肝障害の要因では肥満、高血圧、脂質異常、飲酒、避難、心理的ス
トレスの存在が新たな肝障害発症を高める結果となりました。また、これらの要因の中
で避難が肝障害の発症に最も関連しておりました。本研究の結果から、災害後の肝障害
の発症予防には、心理的サポートを含めた生活習慣への配慮が必要であることが示唆さ
れました。

ใɹ「Disasterࡌܝ Medicine and Public Health Preparedness」（2023）

Takahashi A, Ohira T, Hayashi F, Yasumura S, Shimabukuro M, Sakai A, Maeda M, Yabe H,
Hosoya M, Kazama J, Hashimoto K, Nakano H, Nagao M, Sato S, Okazaki K, Harigane M, Ohto H,
Kamiya K, Ohira H.
Disaster Med Public Health Prep. 2023 Jul 31；17：e441.
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Relationship between evacuation after the Great East Japan Earthquake and new-
onset hyperuricemia: A 7-year prospective longitudinal study of the Fukushima Health

Management Survey

東日本大震災後の避難と新規発症高尿酸血症との関連：
福島県「県民健康調査」の７年間の前向き縦断研究

本田　和也
福島県立医科大学医学部腎臓高血圧内科、会津医療センター糖尿病・内分泌代謝・腎臓内科学講座

ஶɹɹ者ɹ 本田和也１），２）、岡崎可奈子３），４），５）、田中健一１），６）、小針英理１）、風間咲美３），６）、橋
本重厚２），３）、大平哲也３），５）、坂井　晃３），７）、安村誠司３），８）、前田正治３），９）、矢部博
興３），10）、細矢光亮３），11）、高橋敦史３），12）、針金まゆみ３）、中野裕紀３），５）、林　史和３），５）、
長尾匡則３），５）、島袋充生３），13）、大戸　斉３）、神谷研二３），14）、風間順一郎１），３），６）

１）福島県立医科大学医学部腎臓高血圧内科、２）会津医療センター糖尿病・内分泌代謝・腎臓内科
学講座、３）福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター、４）福島県立医科大学保健科学部
理学療法学科、５）福島県立医科大学医学部疫学講座、６）福島県立医科大学医学部先端地域生活習
慣病治療学講座、７）福島県立医科大学医学部放射線生命科学講座、８）福島県立医科大学医学部公
衆衛生学講座、９）福島県立医科大学医学部災害こころの医学講座、10）福島県立医科大学医学部神
経精神医学講座、11）福島県立医科大学医学部小児科学講座、12）福島県立医科大学医学部消化器内
科学講座、13）福島県立医科大学医学部糖尿病内分泌代謝内科学講座、14）広島大学原爆放射線医科
学研究所

要ɹɹ

എܠͱ目తɹ 2011年３月11日の東日本大震災の発生により福島第一原子力発電所事故が起きました。
これにより多くの避難者がライフスタイルの変化を余儀なくされました。しかし避難が
高尿酸血症の新規発症に及ぼす影響については十分に解明されていません。本研究では
福島県「県民健康調査」をもとに、避難と新規発症高尿酸血症との関連を生活習慣や社
会心理的要因といった観点から縦断的に検討しました。

ํ๏ͱ݁Ռɹ 2011年度に県民健康調査の「健康診査」と「こころの健康度・生活習慣に関する調
査」を両方とも受診した高尿酸血症を発症していない住民18,140人（男性6,961人、女
性11,179人）を対象とした７年間の前向き縦断研究です。新規発症の高尿酸血症と、生
活習慣や避難を含む社会心理的要因との関連を、Cox 比例ハザード回帰モデルを用い
て解析しました。追跡期間中央値4.3年間に、2,996人（男性1,608人、23.1％、女性1,388
人、12.4％）が新規に高尿酸血症を発症しました。女性では避難と新規発症高尿酸血
症の間に有意な関連が認められましたが（調整ハザード比1.18、95％信頼区間1.04-1.32、
p=0.007）、男性では有意な関連は認められませんでした（調整ハザード比1.11、95％信
頼区間0.99-1.24、p=0.065）。

݁ɹɹɹ女性において災害後の避難は新規発症高尿酸血症の独立した危険因子の１つです。

ใ　「PLOSࡌܝ ONE」（2023）

Honda K, Okazaki K, Tanaka K, Kobari E, Kazama S, Hashimoto S, Ohira T, Sakai A, Yasumura
S, Maeda M, Yabe H, Hosoya M, Takahashi A, Harigane M, Nakano H, Hayashi F, Nagao M,
Shimabukuro M, Ohto H, Kamiya K, Kazama J.
PLoS One. 2023 Oct 26；18（10）：e0293459.
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Blood data trends of children in Fukushima after the Great East Japan Earthquake:
Fukushima health management survey

東日本大震災後の避難地域における15歳以下の小児の末梢血データの
2011年から2018年までの経年変化：福島県「県民健康調査」

橋本　浩一
福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター、福島県立医科大学医学部小児科学講座

ஶɹɹ者ɹ 橋本浩一１），２）、中野裕紀１），３）、坂井　晃１），４）、島袋充生１），５）、風間順一郎１），６）、高橋
敦史１），７）、大平哲也１），３）、橋本重厚１），８）、坪倉正治１），９）、渡邉和之１），10）、林　史和１），３）、
長尾匡則１），３）、岡崎可奈子１），３），11）、佐藤志帆１），３）、安村誠司１），12）、大戸　斉１）、神谷
研二１）、細矢光亮１），２）

１）福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター、２）福島県立医科大学医学部小児科学講座、
３）福島県立医科大学医学部疫学講座、４）福島県立医科大学医学部放射線生命科学講座、５）福
島県立医科大学医学部糖尿病内分泌代謝内科学講座、６）福島県立医科大学医学部腎臓高血圧内科
学講座、７）福島県立医科大学医学部消化器・リウマチ膠原病内科学講座、８）福島県立医科大学
会津医療センター糖尿病内分泌代謝内科学講座、９）福島県立医科大学医学部放射線健康管理学講
座、10）福島県立医科大学医学部整形外科学講座、11）福島県立医科大学保健科学部理学療法学科、
12）福島県立医科大学医学部公衆衛生学講座

要ɹɹ

എɹɹܠɹ 2011年３月11日に東日本大震災、そして東京電力第一原子力発電所事故が発生しまし
た。震災後間もなく、国は避難地域を設定しました。また福島県民の多くは震災時の状
況、被災後の生活環境の変化、特に原子力発電所事故後の放射性物質の拡散による放射
線被ばくによる健康への不安がありました。福島県は県民の健康を見守るため「県民健
康調査」を開始し、特に避難地域の全年齢の住民を対象に健康診査を実施してきました。
今回、健康診査による15歳以下の小児の末梢血液中の血球成分（白血球、赤血球、血小
板）の震災発生以降の経年変化から、東日本大震災、そして東京電力第一原子力発電所
事故の長期的な健康影響を検討しました。

ํɹɹ๏ɹ 避難地域の15歳以下の小児のうち受診したのべ71,250人について、2011年から2018年ま
での健康診査の結果を解析しました。貧血や多血の判断に関しては赤血球の検査値から
ヘモグロビン（Hb）の値を使用しました。また、血球成分の基準値は小児では年齢ご
とに異なるため、年齢を１歳未満、１歳から４歳、５歳から10歳、11歳から15歳の４つ
のグループに分け、さらに男女を分けて解析しました。

݁Ռɾ݁　�白血球数、Hb 値、血小板数において、わずかな増減は認められましたが、全ての平均
値はこれまで報告されている基準範囲内にあり、また検査値の分布中央の95％区間もこ
れまでの基準範囲とほぼ同じでした。特に栄養・ストレス状態を含む生活環境の変化や
血液疾患による貧血、多血、そして白血球数の増多・減少の目安値を外れる割合におい
て経年的増加は認められませんでした。本検討の限界の１つとして放射線被ばくの影響
について解析していない点が挙げられます。したがって、放射線被ばくと生活環境によ
る影響を含めて様々な因子を今後も検討する必要があります。

ใ　「Pediatricsࡌܝ International」（2023）

Hashimoto K, Nakano H, Sakai A, Shimabukuro M, Kazama J, Takahashi A, Ohira T, Hashimoto
S, Tsubokura M, Watanabe K, Hayashi F, Nagao M, Okazaki K, Sato S, Yasumura S, Ohto H,
Kamiya K, Hosoya M.
Pediatr Int. 2023 Jan-Dec；65（1）：e15656.
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Influence of post-disaster evacuation on childhood obesity and liver dysfunction:
The Fukushima Health Management Survey

小児の肥満と肝機能障害に対する東日本大震災後の避難の影響：福島県「県民健康調査」

細矢　光亮
福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター、福島県立医科大学医学部小児科学講座

ஶɹɹ者　�細矢光亮１），２）、中野裕紀１），３）、橋本浩一１），２）、大平哲也１），３）、坂井　晃１），４）、島袋充
生１），５）、安村誠司１），６）、大戸　斉１）、神谷研二１）

１）福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター、２）福島県立医科大学医学部小児科学講座、

３）福島県立医科大学医学部疫学講座、４）福島県立医科大学医学部放射線生命科学講座、５）福島

県立医科大学医学部糖尿病内分泌代謝内科学講座、６）福島県立医科大学医学部公衆衛生学講座

要ɹɹ　�2011年に発生した東日本大震災とそれに伴う福島第一原子力発電所事故の後、福島県民
の健康を長期にわたり見守るために福島県「県民健康調査」が開始されました。震災後
間もなく行われた健康診査の結果、震災時に避難地域に居住していた６歳から15歳の小
児の中には、肥満、高脂血症、肝機能障害、腎機能障害を呈する小児が一定数存在する
ことが分かりました。本研究の目的は、避難地域に居住していた小児における肥満と肝
酵素異常の、その後の長期的傾向を明らかにすることです。

　　　　　�2011年から2018年までの小児における肥満度指数標準偏差スコア（BMI-SDS）、アス
パラギン酸アミノトランスフェラーゼ（AST）、アラニンアミノトランスフェラーゼ
（ALT）、γ -グルタミルトランスペプチダーゼ（γ -GTP）の変化を評価しました。

　　　　　�肥満（BMI-SDS ≧２）は肝胆道酵素異常と有意に関連していました。平均 BMI-SDS
は、震災後の2011年に有意に高値でしたが、その後徐々に低下しました。これに対し、
肥満の割合は、震災後にも有意な増加を示しませんでした。肝胆道酵素異常の有病率は、
2011年から2018年まで、男女とも、有意な差を認めませんでした。

　　　　　�本研究の結果、震災後の平均 BMI-SDS の増加は一時的なものであり、肥満や肝機能障
害の割合に有意な影響がなかったことが分かりました。しかし、小児期の肥満は将来の
生活習慣病に繋がるため、肥満のある小児については健康診査を継続すべきでしょう。

ใ　「Pediatricsࡌܝ International」（2023）

Hosoya M, Nakano H, Hashimoto K, Ohira T, Sakai A, Shimabukuro M, Yasumura S, Ohto H,
Kamiya K.
Pediatr Int. 2023 Jan-Dec；65（1）：e15663.
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Validation and modification of the AFHCHDC7 risk score for predicting the long-term

cardiovascular disease risk after the Great East Japan Earthquake: The Fukushima Health
Management Survey

東日本大震災後の長期的な循環器疾患発症予測のための AFHCHDC7リスクスコアの
検証と修正：福島県「県民健康調査」

佐藤　志帆
福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター、福島県立医科大学医学部疫学講座

ஶɹɹ者ɹ 佐藤志帆１），２）、大平哲也１），２）、林　史和１），２）、中野裕紀１），２）、長尾匡則１），２）、岡崎
可奈子１），,３）、島袋充生１），４）、坂井　晃１），５）、風間順一郎１），６）、細矢光亮１），７）、高橋
敦史１），８）、前田正治１），９）、矢部博興１），10）、三浦　至１），10）、板垣俊太郎１），10）、安村誠
司１），11）、大戸　斉１），12）、神谷研二１），13）

１）福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター、２）福島県立医科大学医学部疫学講座、
３）福島県立医科大学保健科学部理学療法学科、４）福島県立医科大学医学部糖尿病内分泌代謝内科
学講座、５）福島県立医科大学医学部放射線生命科学講座、６）福島県立医科大学医学部腎臓高血圧
内科学講座、７）福島県立医科大学医学部小児科学講座、８）福島県立医科大学医学部消化器内科学
講座、９）福島県立医科大学医学部災害こころの医学講座、10）福島県立医科大学医学部神経精神医
学講座、11）福島県立医科大学医学部公衆衛生学講座、12）福島県立医科大学医学部輸血・移植免疫
学講座、13）広島大学原爆放射線医科学研究所

要ɹɹɹ�大規模災害後では、災害直後から循環器疾患（cardiovascular disease：CVD）の発症
が増えます。特に原発事故などで避難生活が長引く場合には、そのリスクが長期間に
わたって継続します。AFHCHDC７リスクスコアは、災害後の CVD 発症リスクを予
測するスコアであり、血液検査や尿検査が不要な災害時ツールです。しかしこのスコ
アは短期的な CVDリスクを予測するものであり、長期的な CVDリスクの予測につい
ては評価されていません。そこで私たちは、AFHCHDC７リスクスコアの長期的な災
害後 CVD発症リスクの予測性能を評価し、日常の診療などで利用される吹田 CVDリ
スクスコアとの比較を行いました。解析対象者は、福島県「県民健康調査」において
2011年に「健康診査」を受診かつ「こころの健康度・生活習慣に関する調査」に回答
した CVD 既往歴のない30～79歳の14,779人としました（追跡期間６年間）。循環器疾
患（心筋梗塞と脳卒中）発症をアウトカムとし、居住地域、性別、年齢、AFHCHDC
７リスクスコア項目、吹田 CVDリスクスコア項目などの情報を抽出し、ロジスティッ
ク回帰分析にて循環器疾患の発症予測モデルを構築しました。予測モデルの性能評価
には、Area Under Curve（AUC）という指標を用いました。吹田 CVDリスクスコア
と比べて AFHCHDC７リスクスコアは長期的な災害後 CVD 発症リスクの予測性能が
低い結果が得られましたが（AUC：0.65vs.0.73）、スコアの項目を一部修正した修正
AFHCHDC７リスクスコア（年齢層別化、性別・喫煙追加）では、吹田 CVD リスク
スコアと同程度の予測性能となりました（AUC：0.74vs.0.73）。修正されたAFHCHDC
７リスクスコアは、血液検査や尿検査が不要で、簡単に活用できる、災害後の長期的
CVD発症予測スコアとして有用であると考えます。今後更なる研究により、慎重にこ
のスコアの有用性を評価していく必要があります。

ใ　「Internationalࡌܝ Journal of Disaster Risk Reduction」（2023）

Sato S, Ohira T, Hayashi F, Nakano H, Nagao M, Okazaki K, Shimabukuro M, Sakai A, Kazama J,
Hosoya M, Takahashi A, Maeda M, Yabe H, Miura I, Itagaki S, Yasumura S, Ohto H, Kamiya K.
Int J Disaster Risk Reduct. 2024 Jan；100：104143.
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［ 妊産婦に関する調査 ］

̍）ɹɹจ

ᶃݪஶ
Eight-Year Trends in the Effect of the Great East Japan Earthquake on Obstetrics

Outcomes: A Study from the Fukushima Health Management Survey

東日本大震災による産科医療への影響の８年間の傾向：福島県「県民健康調査」

経塚　　標
福島県立医科大学医学部産婦人科学講座

ஶɹɹ者　�経塚　標１）、大平哲也２）,３）、村田強志１）、安田　俊１）,２）、石井佳世子２）、安村誠司２）,４）、
藤森敬也１）、大戸　斉２）、神谷研二２）

１）福島県立医科大学医学部産婦人科学講座、２）福島県立医科大学放射線医学県民健康管理セン

ター、３）福島県立医科大学医学部疫学講座、４）福島県立医科大学医学部公衆衛生学講座

要ɹɹɹ自然・環境災害が出産に及ぼす縦断的な影響に関する情報は限られています。
　　　　　�本研究は、東日本大震災及び福島原発事故後８年間の妊産婦に関する調査結果の長期的

変化の分析を目的としました。2011年から開始した、福島県「県民健康調査」の詳細調
査の１つである「妊産婦に関する調査」の最初の８年間のデータを、福島県６方部に分
けて比較しました。早産（妊娠37週以前の出産）、低出生体重児、先天性奇形児の発生
における長期的傾向を福島県６方部すべてについてマンテル・ヘンツェル検定を用いて
評価しました。対象者は調査回答者の57,537人です。対象者の特徴として、対象期間の
８年間で、出産年齢、不妊治療後の受胎率、帝王切開分娩率が上昇しました。結論とし
て、早産と低出生体重児の発生率については、福島県全体と比較して、福島県６方部の
一部の地域間で有意差が認められたものの、福島県全体としては、早産、低出生体重児、
先天性奇形児の発生率に有意な傾向は認められませんでした。なお、東日本大震災と福
島原発事故は、事故発生以降の帝王切開分娩率の増加と関連付けられることもあります
が、本調査では出産への重大な悪影響は見られませんでした。

ใ　「Life」（2023）ࡌܝ

Kyozuka H, Ohhira T, Murata T, Yasuda S, Ishii K, Yasumura S, Fujimori K, Ohto H, Kamiya K.
Life（Basel）. 2023 Aug 8；13（8）：1702.
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ɹᾇɹʮݝຽ݈߁ௐࠪʯݕ౼ҕһձ
○第48回「県民健康調査」検討委員会
　令和５年７月20日㈭　13：30～　ウェディングエルティ
　【議事】（医大説明）
　　◦基本調査について
　　◦こころの健康度・生活習慣に関する調査について
　　◦健康診査について
　　◦甲状腺検査について

○第49回「県民健康調査」検討委員会
　令和５年11月24日㈮　13：00～　ウェディングエルティ
　【議事】（医大説明）
　　◦こころの健康度・生活習慣に関する調査について
　　◦甲状腺検査について

○第50回「県民健康調査」検討委員会
　令和６年２月２日㈮　13：30～　杉妻会館
　【議事】（医大説明）
　　◦健康診査について
　　◦甲状腺検査について

ɹᾈɹߕঢ়થࠪݕධՁ෦ձ
○第21回甲状腺検査評価部会
　令和５年７月28日㈮　13：30～　杉妻会館
　【議事】（医大説明）
　　◦甲状腺検査本格検査（検査４回目）までの結果等について

○第22回甲状腺検査評価部会
　令和６年３月22日㈮　13：30～　杉妻会館
　【議事】（医大説明）
　　◦甲状腺検査の概要等について
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̕ɹݕ౼ҕһձެදࢿྉ
ɹᾇɹجຊௐࠪʢྩ݄̒̏��࣌ʣ
　　　○基本調査問診票による外部被ばく線量推計状況
　　　　◦調査対象数 2,055,238件
　　　　◦回 答 数 253件

（平成23～令和５年度累計　　569,691件）
　　　　◦被ばく線量推計結果の送付数 230件

（平成23～令和５年度累計　　555,258件）

શݝௐࠪ（ઌߦௐࠪʴશݝຽௐࠪ）֎෦ඃ࣮͘ޮઢྔਪܭঢ়گ� ྩ݄̒̏�1日ࡏݱ
࣮ޮઢྔ
（N4W） શσʔλ ์ࣹઢۀैऀݧܦࣄΛআ͘

ʮ์ࣹઢۀैऀݧܦࣄΛআ͘ʯͷҬผ༁（ˋҬ͝ͱͷઢྔׂ߹）
ɹɹ（̍）ݝ ɹɹதݝ ɹɹೆݝ

～１未満 296,711 290,978 62.2%
93.8%

99.8%

24,992 20.0% 58,626 51.5% 26,455 88.2%
～２未満 150,063 147,713 31.6% 83,987 67.0% 46,503 40.8% 3,522 11.7%
～３未満 26,190 25,816 5.5%

5.8%
15,744 12.6% 8,308 7.3% 18 0.1%

～４未満 1,587 1,504 0.3% 473 0.4% 429 0.4% 0 －
～５未満 551 505 0.1%

0.2%
40 0.0% 5 0.0% 0 －

～６未満 442 390 0.1%

0.2%

19 0.0% 3 0.0% 0 －
～７未満 270 231 0.0%

0.1%
10 0.0% 1 0.0% 0 －

～８未満 155 116 0.0% 1 0.0% 0 － 0 －
～９未満 118 78 0.0%

0.0%
1 0.0% 0 － 0 －

～10未満 73 41 0.0% 0 － 0 － 0 －
～11未満 70 37 0.0%

0.0%

0.0%

0 － 1 0.0% 0 －
～12未満 52 30 0.0% 1 0.0% 0 － 0 －
～13未満 37 13 0.0%

0.0%
0 － 0 － 0 －

～14未満 36 12 0.0% 0 － 0 － 0 －
～15未満 27 6 0.0%

0.0%
0 － 0 － 0 －

15以上～ 323 14 0.0% 0.0% 0 － 0 － 0 －
計 476,705 467,484 100.0% 100.0% 100.0% 125,268 100% 113,876 100% 29,995 100%
最高値 66mSv 25mSv 11mSv 10mSv 2.6mSv
平均値 0.9mSv 0.8mSv 1.4mSv 1.0mSv 0.6mSv
中央値 0.6mSv 0.6mSv 1.4mSv 0.9mSv 0.5mSv

࣮ޮઢྔ
（N4W）

ʮ์ࣹઢۀैऀݧܦࣄΛআ͘ʯͷҬผ༁（ˋҬ͝ͱͷઢྔׂ߹）

（注１）先行地区（川俣町山木屋
地区）を含む。

（注２）先行地区（浪江町、飯舘
村）を含む。

※割合（％）は線量別に端数処理
を行っているため、合計が
100％にならない場合がある。
※推計期間が４ヶ月未満の方を
除いて集計している。

ձɹɹ ೆ ձ  ૬ɹɹ（̎） ͍ Θ ͖
～１未満 46,336 99.3% 4,987 99.3% 55,920 77.3% 73,662 99.1%
～２未満 312 0.7% 37 0.7% 12,715 17.6% 637 0.9%
～３未満 25 0.1% 0 － 1,691 2.3% 30 0.0%
～４未満 1 0.0% 0 － 597 0.8% 4 0.0%
～５未満 0 － 0 － 459 0.6% 1 0.0%
～６未満 0 － 0 － 367 0.5% 1 0.0%
～７未満 1 0.0% 0 － 219 0.3% 0 －
～８未満 0 － 0 － 115 0.2% 0 －
～９未満 0 － 0 － 77 0.1% 0 －
～10未満 0 － 0 － 41 0.1% 0 －
～11未満 0 － 0 － 36 0.0% 0 －
～12未満 0 － 0 － 29 0.0% 0 －
～13未満 0 － 0 － 13 0.0% 0 －
～14未満 0 － 0 － 12 0.0% 0 －
～15未満 0 － 0 － 6 0.0% 0 －
15以上～ 0 － 0 － 14 0.0% 0 －
計 46,675 100% 5,024 100% 72,311 100% 74,335 100%
最高値 6.0mSv 1.9mSv 25mSv 5.9mSv
平均値 0.2mSv 0.1mSv 0.7mSv 0.3mSv
中央値 0.2mSv 0.1mSv 0.5mSv 0.3mSv
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ɹᾈɹߕঢ়થࠪݕ実ࢪঢ়گʢྩ݄̒̏��ࡏݱʣ
先行検査
検査
１回目

本格検査
検査
２回目

本格検査
検査
３回目

本格検査
検査
４回目

本格検査
検査
５回目

本格検査
検査
６回目

25歳時の
節目の
検査

30歳時の
節目の
検査

計

検 査 実 施 年 度 2011-2013 2014-2015 2016-2017 2018-2019 2020-2022 2023ｰ� 2017ｰ� 2022ｰ�
対 象 者 数 367,637 381,237 336,667 294,228 252,938 211,892 149,843 44,489
一 次 検 査 受 診 率 81.7% 71.0% 64.7% 62.3% 45.1% 20.0% 8.4% 5.0%
二 次 検 査 対 象 者 数 2,293 2,230 1,502 1,394 1,346 582 651 139
二 次 検 査 受 診 率 92.9% 84.2% 73.5% 74.3% 82.3% 41.8% 85.1% 84.9%
悪性・悪性疑い（細胞診） 116 71 31 39 46 6 23 6 338
手 術 実 施 者 数 102 56 29 34 42 0 18 4 285

病
理
診
断

乳 頭 が ん 100 55 29 34 41 17 4 280
低 分 化 が ん 1 1
その他の甲状腺がん 1 1 1 3
良 性 結 節 1 1

※いずれも第31回、第42回、第46回、第52回福島県「県民健康調査」検討委員会資料より作成
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対象者数（人） ड者数（人） ड率（ˋ）
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　　　○検査５回目
　　　　◦検査対象者　 　252,938人
　　　　◦受診者（一次検査） 113,959人 ◦受診者（二次検査）�� 1,108人
　　　　◦Ａ１・Ａ２判定者　 112,604人 ◦二次検査結果確定者 1,079人
　　　　◦Ｂ判定者　 1,346人 ◦細胞診受診者 93人

Ұࠪݕ࣍ਐঢ়گ� ྩ݄̒̏�1日ࡏݱ

対象者数
（人）

ア

受診者数（人） 結果判定数（人）

受診率（％）
イ

（イ／ア）
うち県外
受　　診

判定率（％）
ウ

（ウ／イ）

判定区分別内訳（割合（％））
Ａ 二次検査対象者

Ａ１
エ（エ／ウ）

Ａ２
オ（オ／ウ）

Ｂ
カ（カ／ウ）

Ｃ
キ（キ／ウ）

令和２年度
（2020年度）
実施対象市町村計

144,902 69,178
（47.7） 5,499 69,176

（100.0）
19,997
（28.9）

48,431
（70.0）

748
（1.1）

0
（0.0）

令和３年度
（2021年度）
実施対象市町村計

108,036 44,781
（41.5） 2,471 44,774

（100.0）
12,846
（28.7）

31,330
（70.0）

598
（1.3）

0
（0.0）

合　　　計 252,938 113,959
（45.1） 7,970 113,950

（100.0）
32,843
（28.8）

79,761
（70.0）

1,346
（1.2）

0
（0.0）

ೋࠪݕ࣍ਐঢ়گ� ྩ݄̒̏�1日ࡏݱ

対象者数
（人）

ア

受診者数（人）
受 診 率（％）

イ
（イ／ア）

結果確定数（人）

確定率（％）
ウ

（ウ／イ）

Ａ１相当 Ａ２相当 Ａ１・Ａ２相当以外

エ
（エ／ウ）

オ
（オ／ウ）

カ
（カ／ウ）

うち細胞診受診者
キ

（キ／カ）
令和２年度
（2020年度）
実施対象市町村計

748 625
（83.6）

614
（98.2）

4
（0.7）

64
（10.4）

546
（88.9）

65
（11.9）

令和３年度
（2021年度）
実施対象市町村計

598 483
（80.8）

465
（96.3）

3
（0.6）

31
（6.7）

431
（92.7）

28
（6.5）

合　　　計 1,346 1,108
（82.3）

1,079
（97.4）

7
（0.6）

95
（8.8）

977
（90.5）

93
（9.5）

�Ͱͷྸ࣌ࠪݕ࣍๔Ͱѱੑͳ͍͠ѱੑ͍ٙͩͬͨ��ਓͷྸɹɹೋࡉ ྩ݄̒̏�1日ࡏݱ
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　　　○検査６回目
　　　　◦検査対象者 211,892人
　　　　◦受診者（一次検査） 42,416人 ◦受診者（二次検査） 243人
　　　　◦Ａ１・Ａ２判定者 40,209人 ◦二次検査結果確定者 171人
　　　　◦Ｂ判定者 582人 ◦細胞診受診者 7人

Ұࠪݕ࣍ਐঢ়گ� ྩ݄̒̏�1日ࡏݱ

対象者数
（人）

ア

受診者数（人） 結果判定数（人）

受診率（％）
イ

（イ／ア）
うち県外
受　　診

判定率（％）
ウ

（ウ／イ）

判定区分別内訳（割合（％））
Ａ 二次検査対象者

Ａ１
エ（エ／ウ）

Ａ２
オ（オ／ウ）

Ｂ
カ（カ／ウ）

Ｃ
キ（キ／ウ）

令和５年度
（2023年度）
実施対象市町村計

121,811 38,076
（31.3） 2,623 36,750

（96.5）
9,896
（26.9）

26,378
（71.8）

476
（1.3）

0
（0.0）

令和６年度
（2024年度）
実施対象市町村計

90,081 4,340
（4.8） 486 4,041

（93.1）
1,191
（29.5）

2,744
（67.9）

106
（2.6）

0
（0.0）

合　　　計 211,892 42,416
（20.0） 3,109 40,791

（96.2）
11,087
（27.2）

29,122
（71.4）

582
（1.4）

0
（0.0）

ೋࠪݕ࣍ਐঢ়گ� ྩ݄̒̏�1日ࡏݱ

対象者数
（人）

ア

受診者数（人）
受 診 率（％）

イ
（イ／ア）

結果確定数（人）

確定率（％）
ウ

（ウ／イ）

Ａ１相当 Ａ２相当 Ａ１・Ａ２相当以外

エ
（エ／ウ）

オ
（オ／ウ）

カ
（カ／ウ）

うち細胞診受診者
キ

（キ／カ）
令和５年度
（2023年度）
実施対象市町村計

476 203
（42.6）

144
（70.9）

0
（0.0）

14
（9.7）

130
（90.3）

6
（4.6）

令和６年度
（2024年度）
実施対象市町村計

106 40
（37.7）

27
（67.5）

0
（0.0）

0
（0.0）

27
（100.0）

1
（3.7）

合　　　計 582 243
（41.8）

171
（70.4）

0
（0.0）

14
（8.2）

157
（91.8）

7
（4.5）
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　　　○25歳時の節目の検査
　　　　◦検査対象者 149,843人
　　　　◦受診者（一次検査） 12,603人 ◦受診者（二次検査） 554人
　　　　◦Ａ１・Ａ２判定者 11,609人 ◦二次検査結果確定者 546人
　　　　◦Ｂ判定者 677人 ◦細胞診受診者 49人

Ұࠪݕ࣍ਐঢ়گ� ྩ݄̒̏�1日ࡏݱ

対象者数
（人）

ア

受診者数（人） 結果判定数（人）

受診率（％）
イ

（イ／ア）
うち県外
受　　診

判定率（％）
ウ

（ウ／イ）

判定区分別内訳（割合（％））
Ａ 二次検査対象者

Ａ１
エ（エ／ウ）

Ａ２
オ（オ／ウ）

Ｂ
カ（カ／ウ）

Ｃ
キ（キ／ウ）

平成４年度生まれ
対象者 22,650 2,343

（10.3） 770 2,343
（100.0）

980
（41.8）

1,258
（53.7）

105
（4.5）

0
（0.0）

平成５年度生まれ
対象者 21,888 2,348

（10.7） 858 2,348
（100.0）

1,069
（45.5）

1,160
（49.4）

119
（5.1）

0
（0.0）

平成６年度生まれ
対象者 22,093 1,972

（8.9） 755 1,949
（98.8）

823
（42.2）

1,019
（52.3）

107
（5.5）

0
（0.0）

平成７年度生まれ
対象者 21,056 2,058

（9.8） 762 2,047
（99.5）

850
（41.5）

1,071
（52.3）

126
（6.2）

0
（0.0）

平成８年度生まれ
対象者 21,019 1,848

（8.8） 673 1,839
（99.5）

766
（41.7）

956
（52.0）

117
（6.4）

0
（0.0）

平成９年度生まれ
対象者 20,299 1,385

（6.8） 514 1,379
（99.6）

571
（41.4）

731
（53.0）

77
（5.6）

0
（0.0）

平成10年度生まれ
対象者 20,838 649

（3.1） 121 381
（58.7）

143
（37.5）

212
（55.6）

26
（6.8）

0
（0.0）

合　　　計 149,843 12,603
（8.4） 4,453 12,286

（97.5）
5,202
（42.3）

6,407
（52.1）

677
（5.5）

0
（0.0）

ೋࠪݕ࣍ਐঢ়گ� ྩ݄̒̏�1日ࡏݱ

対象者数
（人）

ア

受診者数（人）
受 診 率（％）

イ
（イ／ア）

結果確定数（人）

確定率（％）
ウ

（ウ／イ）

Ａ１相当 Ａ２相当 Ａ１・Ａ２相当以外
エ

（エ／ウ）
オ

（オ／ウ）
カ

（カ／ウ）
うち細胞診受診者

キ
（キ／カ）

平成４年度生まれ
対象者 105 88

（83.8）
85

（96.6）
0

（0.0）
4

（4.7）
81

（95.3）
8

（9.9）
平成５年度生まれ

対象者 119 104
（87.4）

103
（99.0）

1
（1.0）

9
（8.7）

93
（90.3）

9
（9.7）

平成６年度生まれ
対象者 107 84

（78.5）
82

（97.6）
2

（2.4）
7

（8.5）
73

（89.0）
6

（8.2）
平成７年度生まれ

対象者 126 112
（88.9）

110
（98.2）

0
（0.0）

4
（3.6）

106
（96.4）

11
（10.4）

平成８年度生まれ
対象者 117 102

（87.2）
102

（100.0）
2

（2.0）
7

（6.9）
93

（91.2）
11

（11.8）
平成９年度生まれ

対象者 77 64
（83.1）

64
（100.0）

0
（0.0）

7
（10.9）

57
（89.1）

4
（7.0）

合　　　計 651 554
（85.1）

546
（98.6）

5
（0.9）

38
（7.0）

503
（92.1）

49
（9.7）

�Ͱͷྸ࣌ࠪݕ࣍๔Ͱѱੑͳ͍͠ѱੑ͍ٙͩͬͨ��ਓͷྸɹɹೋࡉ ྩ݄̒̏�1日ࡏݱ

（人）
15
14
13
12
11
10
9
8
7
6
5
4
3
2
1
0

24 25 26 27 28 （ࡀ）29

ঁੑ

உੑ
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　　　○30歳時の節目の検査
　　　　◦検査対象者 44,489人
　　　　◦受診者（一次検査） 2,221人 ◦受診者（二次検査） 118人
　　　　◦Ａ１・Ａ２判定者 1,481人 ◦二次検査結果確定者 111人
　　　　◦Ｂ判定者 143人 ◦細胞診受診者 16人

Ұࠪݕ࣍ਐঢ়گ� ྩ݄̒̏�1日ࡏݱ

対象者数
（人）

ア

受診者数（人） 結果判定数（人）

受診率（％）
イ

（イ／ア）
うち県外
受　　診

判定率（％）
ウ

（ウ／イ）

判定区分別内訳（割合（％））
Ａ 二次検査対象者

Ａ１
エ（エ／ウ）

Ａ２
オ（オ／ウ）

Ｂ
カ（カ／ウ）

Ｃ
キ（キ／ウ）

平成４年度生まれ
対象者 22,625 1,604

（7.1） 598 1,594
（99.4）

708
（44.4）

747
（46.9）

139
（8.7）

0
（0.0）

平成５年度生まれ
対象者 21,864 617

（2.8） 11 30
（4.9）

12
（40.0）

14
（46.7）

4
（13.3）

0
（0.0）

合　　　計 44,489 2,221
（5.0） 609 1,624

（73.1）
720

（44.3）
761

（46.9）
143

（8.8）
0

（0.0）

ೋࠪݕ࣍ਐঢ়گ� ྩ݄̒̏�1日ࡏݱ

対象者数
（人）

ア

受診者数（人）
受 診 率（％）

イ
（イ／ア）

結果確定数（人）

確定率（％）
ウ

（ウ／イ）

Ａ１相当 Ａ２相当 Ａ１・Ａ２相当以外

エ
（エ／ウ）

オ
（オ／ウ）

カ
（カ／ウ）

うち細胞診受診者
キ

（キ／カ）
平成４年度生まれ

対象者 139 118
（84.9）

111
（94.1）

1
（0.9）

7
（6.3）

103
（92.8）

16
（15.5）

合　　　計 139 118
（84.9）

111
（94.1）

1
（0.9）

7
（6.3）

103
（92.8）

16
（15.5）
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ɹᾉɹ݈߁ࠪʢୈ��ճౡݝʮݝຽ݈߁ௐࠪʯݕ౼ҕһձࢿྉΑΓʣ
　　①　令和５年度の実施状況（令和５年12月31日現在（速報値））
　　　◦健診対象者 209,890人 ◦受診者 22,406人
　　　　　うち16歳以上 192,855人 　　うち16歳以上 21,337人
　　　　　うち15歳以下 17,035人 　　うち15歳以下 １,069人
　　②　平成23年度～令和４年度の受診状況（確報値）
　　　◦�15歳以下の令和４年度の受診率は9.3％で、令和３年度の12.4％と比較すると、3.1ポイン

ト減少しました。

　　　◦�16歳以上の令和４年度の受診率は17.7％で、令和３年度の17.3％と比較すると、0.4ポイン
ト増加しました。受診者数増加の主な理由として、新型コロナウイルス感染症の感染を心
配し受診を控えていた方が令和４年度になり受診したことが考えられます。

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R4

対象者数 ड者数 ड率（人） （ˋ）

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

R3

27,819 27,077

17,93417,934

11,78011,780 10,24810,248

64.5

43.5
38.7

対象者数ɺड者数ͱड率（15ࡀҎԼ）

26,474

25,883 25,296 24,600 23,660 22,744 21,580 20,515

9,2169,216
7,6037,603 6,4136,413 5,4035,403 4,4794,479 3,5043,504 2,7792,779

35.6 30.1
26.1

22.8
19.7

16.2
13.5

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

19,440
18,253

2,4142,414 1,7041,704

12.4
9.3

（ˋ）

対象者数ɺड者数ͱड率（16ࡀҎ্）

（人） 対象者数 ड者数 ड率

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

182,370

184,910184,910

186,970 188,328 190,019 191,101 191,636 191,974 192,651 193,358 193,576 193,195

56,39956,399 47,00947,009 43,04043,040 41,87441,874 41,21141,211 39,99039,990 39,36739,367 38,81538,815 35,52535,525 30,96530,965 33,58233,582 34,26934,269

30.9

25.4
23.0 22.2 21.7 20.9 20.5 20.2

18.4
16.0 17.3 17.7
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　　③　健康診査の結果（主な健診項目の経年変化）
　　　◦�平成23年度～令和４年度に行った健康診査のうち、主な健診項目を経年比較しました。

　　　【年齢区分：０～５歳、６～15歳】
　　　●肥　　満
　　　　◦�受診時０～５歳男子の肥満（BMI-SD スコア≧２）の割合は、平成23年度が最も多く、

平成26年度にかけて減少傾向がみられ、その後は一定の傾向を示しませんでした。
　　　　◦�受診時０～５歳女子の肥満（BMI-SD スコア≧２）の割合は、平成23年度が最も多く、

平成28年度にかけて減少傾向がみられ、その後は一定の傾向を示しませんでした。
　　　　◦�受診時６～15歳の肥満（BMI-SD スコア≧２）の割合は、男女とも平成23年度が最も多

く、平成26年度にかけて減少傾向がみられ、その後は一定の傾向を示しませんでした。

※�身長と体重の測定値から算出した BMI の標準偏差スコア（BMI-SD スコア）２以上を肥満と判定
した。

#.*�4%είア2Ҏ্ͷׂ߹ͷਪҠ

0ʙ5ࡀ உࢠ

6ʙ15ࡀ உࢠ

0ʙ5ࡀ ࢠঁ

6ʙ15ࡀ ࢠঁ

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0
（ˋ）

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

7.5 6.3 5.2 4.1 4.2 4.5 5.5 5.8 4.6 4.6

4.0 3.2 3.4 3.1 3.5 3.6 3.5 3.0 2.6 3.7

6.8 5.2 4.9 4.5 4.7 3.7 5.5 4.8 3.9 6.6

3.3 2.5 2.6 2.1 2.4 2.8 2.6 2.2 1.8 2.1

R3

5.9

2.8

6.8

2.3

R4

6.9

3.8

6.6

3.0
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●脂質異常
　　　◦ �LDL-C 140mg/dL 以上の割合は、男女ともに一定の傾向を示しませんでした。

　　　◦�中性脂肪140mg/dL 以上の男子の割合は、一定の傾向を示しませんでした。女子の割合は、
大きな変化はみられませんでした。

　　　◦ �HDL-C 40mg/dL 未満の割合は、男女ともに一定の傾向を示しませんでした。

※�日本動脈硬化学会作成「動脈硬化性疾患予防ガイドライン2022年版」の判定基準をもとに脂質異常
を判定した。

-%-�$ 140NH�E-Ҏ্ͷׂ߹ͷਪҠ

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

7ʙ15ࡀ உࢠ 3.3

3.6

3.2

3.6

4.2

3.5

3.4

3.5

2.8

2.8

2.8

2.8

1.9

3.0

2.8

2.9

2.6

3.2

2.5

2.87ʙ15ࡀ ࢠঁ

R3

2.8

4.0

R4

2.3

1.5

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0
（ˋ）

தੑࢷ（5(） 140NH�E-Ҏ্ͷׂ߹ͷਪҠ

7ʙ15ࡀ உࢠ

H23

9.1

7.8

H24

8.9

7.8

H25

9.4

8.9

H26

10.3

9.3

H27

9.0

9.5

H28

9.6

9.3

H29

11.1

10.0

H30

12.2

10.1

R1

12.3

9.0

R2

10.8

9.37ʙ15ࡀ ࢠঁ

R3

13.3

9.3

R4

13.9

8.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0
（ˋ）

H%-�$ 40NH�E-ະຬͷׂ߹ͷਪҠ

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

7ʙ15ࡀ உࢠ
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3.1

2.7

2.7

2.0

2.9

2.4

3.3

3.4

3.4

2.9

2.8

2.2

3.0

3.0

3.2

1.77ʙ15ࡀ ࢠঁ

R3

2.7

1.9

R4
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　　　【年齢区分：16～39歳、40～64歳、65歳以上】
　　　●肥　　満
　　　　◦�男性では、全ての年齢区分で平成28年度に比べ平成29年度に増加し、その後、令和４年

度にかけては大きな変化は見られませんでした。
　　　　◦�女性では、16～39歳で平成23年度から令和３年度にかけてやや増加傾向がみられました

が、令和４年度にやや減少傾向がみられました。40～64歳は、平成26年度から令和２年
度にかけてやや増加する傾向がみられましたが、その後はやや減少傾向がみられました。
65歳以上は平成23年度から令和４年度にかけてやや減少する傾向がみられました。

※身長と体重の測定値から算出し、25.0以上を肥満と判定した。
　　BMI ＝ 体重（㎏）÷ 身長（ｍ）÷ 身長（ｍ）

#.* 25ᶵ�ᶷҎ্ͷׂ߹ͷਪҠ

16ʙ39ࡀ உੑ

R3

32.9

44.6

38.3

20.8

30.3

31.7

40ʙ64ࡀ உੑ

ʙࡀ65 உੑ

16ʙ39ࡀ ঁੑ

40ʙ64ࡀ ঁੑ

ʙࡀ65 ঁੑ

H23
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40.9

36.2

17.3
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31.0

32.6

0.0

20.0

30.0

40.0

50.0

（ˋ）

R4

32.6

43.6

37.5

19.4

28.9

30.8



Ⅱ. 業務実績

��

●尿糖、尿蛋白、尿潜血
　　　◦�尿糖１+以上の割合は、40歳以上において、平成27年度から増加傾向がみられました。

　　　◦�尿蛋白１+以上の割合は、16～39歳と65歳以上の年齢区分において、平成23年度から令和
２年度まで増加傾向がみられましたが、その後はやや減少傾向がみられました。

　　　◦�尿潜血１+以上の割合は、65歳以上では、平成23年度から令和４年度まで減少傾向がみら
れました。

※�集団健診・個別健診で使用している判定基準をもとに検尿異常を判定した。

̍ɹ Ҏ্ͷׂ߹ͷਪҠ

H25 H26 H27 H28 H30 R1 R2
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0.8

4.2

5.4

1.1

3.9

4.4

0.9

3.4

3.6

0.7

1.9

2.0

H24

0.7

2.2
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ന̍ɹ Ҏ্ͷׂ߹ͷਪҠ
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　　　●糖 尿 病
　　　　◦�糖尿病（HbA1c6.5% 以上）の割合は、65歳以上で、平成23年度から令和４年度まで増

加傾向がみられました。

※日本糖尿病学会作成「糖尿病治療ガイド2022－2023」の判定基準をもとに判定した。

　　　●尿　　酸
　　　　◦�尿酸値7.9mg/dL 以上の割合は、16～39歳の男性では、平成23年度から令和２年度にか

けて増加傾向がみられ、令和３年度は減少する傾向がみられましたが、令和４年度はや
や増加する傾向がみられました。

　　　　◦�尿酸値5.6mg/dL 以上の割合は、40～64歳の女性では、平成23年度から令和４年度にか
けて増加傾向がみられました。

※日本臨床検査標準協議会設定共用基準範囲の上限をもとに判定した。
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　　①　こころの健康度・生活習慣調査の実施
　　　○令和４年度調査（令和５年10月31日確定値）
　　　　◦調査対象者 193,785人－①
　　　　　　うち一般　（16歳以上） 175,997人－②
　　　　　　うち子ども（０歳～15歳） 17,788人－③
　　　　◦回 答 者 37,191人－④
　　　　　　うち一般　（16歳以上） 35,021人－⑤
　　　　　　うち子ども（０歳～15歳） 2,170人－⑥
　　　　◦回 答 率 19.2％（④/①×100）
　　　　　　うち一般　（16歳以上） 19.9％（⑤/②×100）
　　　　　　うち子ども（０歳～15歳） 12.2％（⑥/③×100）

　　　【子どもの情緒と行動（SDQ）16点以上の割合の推移】
　　　�　支援が必要と考えられる子どもの割合は、平成23年度はどの年代でも高く、とりわけ４歳

～６歳は24.4％と高い値となりました。その後、全ての年代で減少し、令和元年度以降は先
行研究のハイリスクの子どもの割合（9.5%）とほとんど変わりない程度まで改善していまし
たが、令和４年度はすべての年代で上昇に転じました。
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　　　【一般の全般的精神健康状態（K６）13点以上の割合の推移】
　　　�　平成23年度には、うつ病などの気分障害や不安障害の可能性があり、支援が必要と考えら

れる方の割合は、14.6％でした。その後改善傾向にありましたが、令和３年度は再び上昇に
転じ、令和４年度は5.8％でした。被災していない一般人口を対象とした先行研究における
割合（３％）と比較しても高い値を示しています。引き続き慎重なケアと見守りが必要と考
えられます。

　　　【一般の普段の運動量：運動している方の割合の推移】
　　　�　普段の運動頻度について、「ほとんど毎日している」または「週に２～４回している」と

回答した人の割合は、令和４年度は42.2％でした。全国調査の結果によると、１週間の運動
日数が２日以上と回答した人の割合は40.6％であり、単純な比較はできないものの、運動習
慣について全国水準と同等であることがうかがわれます。
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　　　【一般の問題飲酒（CAGE）２点以上の割合の推移】
　　　�　令和４年度の問題飲酒のハイリスクの人の割合（２点以上）は、男性14.1%、女性6.2% で、

それぞれ減少傾向にあります。

　　　【一般の新型コロナウイルス感染症の流行による生活への支障】
　　　�　令和４年度の新型コロナウイルス感染症の生活への支障について、「非常にあった」また

は「ある程度あった」と回答した人の割合は37.9％と前年度より減少しました。

　　　【一般の放射線の健康影響の認識の推移】
　　　�　令和４年度の放射線の次世代への健康影響の認識（リスク認知）について、「可能性は高

い」または「可能性は非常に高い」と回答した人の割は22.2％で、減少傾向にあります。
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　　②　要支援者への支援の実施
　　　�　調査回答者のうち、こころの健康度および生活習慣上、相談・支援の必要があると判断さ

れた方々に、電話による支援を行い、状況把握の上、改善のための助言や保健・医療機関へ
の受診勧奨等を行いました。その他、必要に応じて生活習慣の改善を促すパンフレットを送
付しました。

　　　○令和４年度調査（令和５年12月31日確定値）
　　　　◦要支援対象者　　　　　　　8,752人（子ども311人、一般8,441人）
　　　　　　うち電話支援対象者　　　3,159人（子ども160人、一般2,999人）
　　　　　　うち文書支援対象者　　　5,593人（子ども151人、一般5,442人）
　　　　◦支援実施者　　　　　　　　8,041人（子ども269人、一般7,772人）
　　　　　　うち電話支援実施者　　　2,448人（子ども118人、一般2,330人）
　　　　　　うち文書支援実施者　　　5,593人（子ども151人、一般5,442人）　

　　　【電話支援による相談内容の状況の推移】
　　　�　調査回答の訴えに基づき、現在問題になっていることについて電話により聞き取りを行い

ました。子どもについての聞き取り対象は、多くの場合、調査票に回答した保護者でした。
　　　�　子どもの相談内容は、平成24年度は「被災による不安、放射線・被ばくの不安」の割合が

最も高かったが、以降は「学校に関すること」の割合が最も高くなりました。
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　　　�　一般の相談内容は、平成24年度から令和４年度まで「身体面の健康」「睡眠」「抑うつ」の
順で高い割合となりました。
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　　①　妊産婦に関する調査の実施
　　　○平成26年度調査回答者に対する２回目フォローアップ調査（追跡調査）

　　　　（令和５年８月31日確定値）
　　　　◦調査対象者 5,248人－③
　　　　◦回 答 者 2,266人－④
　　　　◦回 答 率 43.2％（④/③×100）　

　　　�【フォローアップ調査（追跡調査）の対象者数、回答者数と回答率の推移（Ｈ27年度～Ｒ４年度）】

　　　�【妊産婦のうつ傾向の推移（H27年度～R４年度）】
　　　�　「気分が沈みがち」「物事に興味がわかない」という設問に、両方、あるいはいずれかに当

てはまると回答された方の割合は、令和４年度は24.9％でした。

対象者数 回者数 回率（人）

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H30年度
（H26対象者）（H23対象者）

H27年度
（H25対象者）

H29年度H28年度
（H24対象者）

R1年度
（H23対象者）

R3年度
（H25対象者）

R4年度
（H26対象者）

R2年度
（H24対象者）

（ フ ォ ロ ー ア ッ プ 調 査 2 回 目 ）（ フ ォ ロ ー ア ッ プ 調 査 1 回 目 ）

7,252

2,554

5,6025,602

2,021

5,734

2,706

5,856

2,719

6,643

2,354

5,152

2,178

5,402

2,492

5,248

2,266

35.2%
36.1%

47.2% 46.4%

35.4%

42.3%

46.1%
43.2%

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

25.6
24.3

25.7
27.1

23.5
24.9 24.9

22.5

̍回目フォローアップ調査
̎回目フォローアップ調査

H27年度
H23対象者

R1年度 H28年度
H24対象者

R2年度 H29年度
H25対象者

R3年度 R4年度H30年度
H26対象者

（ˋ）



Ⅱ. 業務実績

��

　　　【放射線の影響について不安なことの推移（H27年度～R４年度）】
　　　�　「偏見」「遺伝的な影響」は横ばい傾向ですが、「子どもの健康」「食品」「水」「子どもの外

遊び」に不安を感じる母親は少なくなっています。

　　②　要支援者への支援の実施
　　　○平成26年度調査回答者に対する２回目フォローアップ調査（追跡調査）
　　　　◦回 答 者 2,266人－④
　　　　◦支援対象者（支援済者） 414人－⑥
　　　　◦支援者率 18.3％（⑥/④×100）

　　　【フォローアップ調査（追跡調査）の要支援者の推移（Ｈ27年度～Ｒ４年度）】
　　　�　調査票の回答者のうち、記載内容から相談・支援が必要と判断された方に、専任の助産

師・保健師等による電話やメールによる相談・支援を行っています。
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17.9% 17.7%
18.8% 18.3%



Ⅱ. 業務実績

��

　　　【電話相談の内容の推移（Ｈ27年度～Ｒ４年度）】
　　　�　最近は「放射線の影響や心配」に関する相談が少なくなり、「母親の心身の状態」や「子

育て関連」に関する相談が多くなっています。

（ϑΥϩʔΞοϓௐࠪ̍ճ） （ϑΥϩʔΞοϓௐࠪ̎ճ）

̝�7
（̝��ରऀ）

̝��
（̝��ରऀ）

̝�9
（̝��ରऀ）

̝�0
（̝��ରऀ）

̧1
（̝��ରऀ）

̧�
（̝��ରऀ）

̧�
（̝��ରऀ）

̧�
（̝��ରऀ）

第
１
位

母親の
心身の状態

母親の
心身の状態

母親の
心身の状態

母親の
心身の状態


母親の
心身の状態

母親の
心身の状態

母親の
心身の状態

母親の
心身の状態

第
２
位

放射線の
影響や心配

子育て関連 子育て関連 子育て関連 子育て関連 子育て関連 子育て関連 子育て関連

第
３
位

子育て関連
子どもの
心身の健康

家庭生活 家庭生活
子どもの
心身の健康

子どもの
心身の健康

子どもの
心身の健康

子どもの
心身の健康
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